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１ はじめに 

本資料は，東海低レベル放射性廃棄物埋設事業所 第二種廃棄物埋設事業許

可申請について，「第二種廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に関する

規則」（以下「第二種埋設許可基準規則」という。）第十三条第１項第二号及び

第四号並びに「第二種廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に関する規

則の解釈」（以下「第二種埋設許可基準解釈」という。）第１３条第１項，第５

項及び第６項への適合性を説明するものである。 

第二種埋設許可基準規則第十三条第１項第二号及び第四号並びに第二種埋設

許可基準解釈第１３条第１項，第５項及び第６項の要求事項を第 1 表に示す。 
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第 1 表 第二種埋設許可基準規則及び第二種埋設許可基準解釈の要求事項（1／2） 

第二種埋設許可基準規則 第二種埋設許可基準解釈 

（ピット処分又はトレンチ処分に係る廃棄物埋設地） 

第十三条 ピット処分又はトレンチ処分に係る廃棄物埋設地

は、次の各号に掲げる要件を満たすものでなければならな

い。 

二 トレンチ処分に係る廃棄物埋設地は、その表面を土砂

等で覆う方法その他の人工バリアを設置する方法によ

り、廃棄物埋設地への雨水及び地下水の浸入を十分に抑

制し、埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措

置の開始までの間において、廃棄物埋設地の外への放射

性物質の漏出を低減する機能を有するものであること。

 

 

第１３条（ピット処分又はトレンチ処分に係る廃棄物埋設

地） 

１ 第１号に規定する「外周仕切設備を設置する方法、その

表面を土砂等で覆う方法その他の人工バリアを設置する方

法」及び第２号に規定する「その表面を土砂等で覆う方法

その他の人工バリアを設置する方法」とは、以下の設計を

いう。 

一 埋設する放射性廃棄物に含まれる放射性物質の性質及

び放射能濃度に応じて、設計時点において合理的かつ利

用可能な最善の建設・施工技術によるものであること。

二 劣化・損傷に対する抵抗性を考慮すること。 

三 劣化・損傷が生じた場合にも機能が維持できる（安全

上支障のない期間内において速やかに修復できることが

確実であることを含む。）構造・仕様であること。 
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第 1 表 第二種埋設許可基準規則及び第二種埋設許可基準解釈の要求事項（2／2） 

第二種埋設許可基準規則 第二種埋設許可基準解釈 

 ５ 第１項第１号及び第２号の「廃棄物埋設地の外への放射

性物質の漏出を低減」については、平常時における廃棄物

埋設地からの放射性物質の漏出に伴う公衆の受ける線量

が、第８条第１項に規定する「廃棄物埋設施設からの直接

ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による事業所周辺の

線量」及び第１７条第１項に規定する「周辺監視区域の外

の空気中及び周辺監視区域の境界における水中の放射性物

質」の放出により公衆の受ける線量を含め、法令に定める

線量限度を超えないことはもとより、ＡＬＡＲＡの考え方

の下、実効線量で５０マイクロシーベルト／年以下である

こと。 

６ 第１項第２号に規定する「廃止措置の開始まで」とは、

埋設の終了後５０年程度を目安とする。 

四 前条第一項第五号及び第六号に定めるものであるこ

と。 
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２ 廃棄物埋設地の安全機能について 

第二種埋設許可基準規則第二条第２項第一号によって，「「安全機能」とは、

廃棄物埋設施設の安全性を確保するために必要な機能であって、その機能の

喪失により公衆又は従事者に放射線障害を及ぼすおそれがあるものをいう。」

とされている。 

廃棄物埋設施設（以下「本施設」という。）の安全機能は，廃棄物埋設地

の外への放射性物質の漏出を低減する機能（以下「漏出低減機能」という。）

及び遮蔽機能であり，これらの安全機能を有する施設は，漏出低減機能を有

するものが側部低透水性覆土，低透水性覆土，遮水シート及び表面遮水であ

り，また，遮蔽機能を有するものが中間覆土である。 

本施設に必要となる安全機能を維持する期間は，埋設する放射性廃棄物の

受入れの開始から廃止措置の開始までとする。廃止措置の開始後は，漏出低

減機能及び遮蔽機能を期待できるように設計する。 

 

３ 設計対象設備 

第二種埋設許可基準規則第十三条第１項第二号及び第四号の設計対象設備

は，側部低透水性覆土，低透水性覆土，遮水シート及び表面遮水とする。 

 

４ 第二種埋設許可基準規則への適合のための設計方針 

４．１ 安全設計の方針 

本施設は，「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以

下「原子炉等規制法」という。）等の関係法令の要求を満足するとともに，

第二種埋設許可基準規則に適合する構造とする。 

なお，本施設の設計，材料の選定，建設・施工及び検査に当たっては，原

則として，現行国内法規に基づく規格及び基準を踏まえ適切な対策を講じた
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設計とする。 

また，平常時において，事業所周辺の公衆の受ける線量及び放射線業務従

事者の受ける線量並びに管理区域以外の人が立ち入る場所に滞在する者の受

ける線量が「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定

に基づく線量限度等を定める告示」（以下「線量告示」という。）に定められ

ている線量限度を超えないように設計する。さらに，公衆の受ける線量につ

いては，合理的に達成できる限り低くなるように設計する。 

具体的には，埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開始ま

での間において，平常時における廃棄物埋設地からの放射性物質の漏出に伴

う公衆の受ける線量が，本施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガン

マ線により公衆の受ける線量並びに周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視

区域の境界における水中の放射性物質の放出により公衆の受ける線量を含め，

線量告示に定められた線量限度を超えないことはもとより，As Low As 

Reasonably Achievable（以下「ＡＬＡＲＡ」という。）の考えの下，実効

線量で 50μSv／h 以下となる設計とする。 

異常が発生した場合においても敷地周辺の公衆に放射線障害を及ぼさない

ように設計する。 

廃棄物埋設地は，廃止措置の開始後，廃棄物埋設地の保全に関する措置を

必要としない状態に移行する見通しがある設計とする。 

ここで，「廃棄物埋設地の保全に関する措置を必要としない状態」とは，

次に掲げる各シナリオにおける廃止措置の開始後の評価結果が，それぞれの

基準を満たすものであることをいう。 

・公衆が被ばくするまでの主要な放射性物質の経路について最も可能性が

高いものを選定し，人工バリア及び天然バリアの状態に係るパラメータ

は最も可能性が高い設定とする自然事象シナリオ（最も可能性が高い自
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然事象シナリオ）で評価される公衆の受ける線量が 10μSv／y を超えな

いこと。 

・公衆が被ばくするまでの主要な放射性物質の経路について科学的に合理

的な範囲において最も厳しいものを選定し，人工バリア及び天然バリア

の状態に係るパラメータは，科学的に合理的な範囲における組み合わせ

のうち最も厳しい設定とする自然事象シナリオ（最も厳しい自然事象シ

ナリオ）で評価される公衆の受ける線量が 300μSv／y を超えないこと。 

・自然事象シナリオ以外の廃棄物埋設地の掘削を伴う土地利用を考慮した

シナリオ(人為事象シナリオ)で評価される公衆（廃棄物埋設地の掘削

を行う者及び掘削された廃棄物埋設地の土地利用を行う者に限る。）の

受ける線量が 300μSv／y を超えないこと。 

第二種廃棄物埋設を行う放射性廃棄物の種類は，東海発電所から発生する

固体状の放射性廃棄物であって，中性子線の作用によって放射化されたもの，

原子炉冷却材等で汚染されたもの又はその両方を含むものである。 

東海発電所における汚染移行経路としては，気体が循環する原子炉冷却系

と廃液が循環する廃液系がある。放射性廃棄物の種類としては，これらの汚

染形態に応じて分類された金属類及びコンクリート類がある。 

これらの放射性廃棄物は，「核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染され

た物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規則」（以下「事業規則」という。）

の別表第二の上欄に掲げる放射性物質についての放射能濃度がそれぞれ同表

の下欄に掲げる放射能濃度を超えないものであって，第八条第１項第二号イ，

同条第１項第二号ロ（２）及び同条第３項に定めるコンクリート等廃棄物の

技術上の基準に適合するものである。本施設で取り扱う放射性廃棄物は，容

器等に収納又はこん包したもので，その容器等が損傷しない限り，放射性物

質が漏えいすることはない。放射性廃棄物に含まれる総放射能量を踏まえて，
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安全性を確保するために，本施設は，漏出低減機能及び遮蔽機能を有する設

計とする。 

本施設は，安全性を確保する上で常時機能維持を必要とする動的な設備及

び機器は不要であり，静的な設備により安全性を確保することとする。 

廃棄物埋設地の設計の考え方については添付資料１「１ 廃棄物埋設地の

設計の考え方」に記載する。 

 

４．２ 漏出低減機能 

（１）設計方針 

漏出低減機能は，埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の

開始までの間において，放射性廃棄物を埋設した区画（以下「埋設が完了

した区画」という。）内への雨水等の浸入を抑制する設計とし,これを達

成するための漏出低減機能を有するものは，側部低透水性覆土，低透水性

覆土，遮水シート及び表面遮水とする（第7図，第8図及び第9図参照）。 

埋設が完了した区画内への地下水の浸入については，地下水面より上に

埋設トレンチを設置することにより浸入を抑制する設計とする。 

埋設が完了した区画内への雨水等の浸入については，最終覆土の完了ま

での間は，側部低透水性覆土及び表面遮水の低透水性により，雨水等の浸

入を抑制する設計とする。 

なお，最終覆土が施工された区画では，表面遮水に代わり低透水性覆土

及び遮水シートの低透水性により，雨水等の浸入を抑制する設計とする。 

最終覆土の完了後は，側部低透水性覆土，低透水性覆土及び遮水シート

の低透水性により，埋設が完了した区画内への雨水等の浸入を抑制する設

計とする。 

これらにより，埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開
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始までの間において，平常時における廃棄物埋設地の外への放射性物質の

漏出により公衆の受ける線量が，本施設からの直接ガンマ線及びスカイシ

ャインガンマ線により公衆の受ける線量並びに周辺監視区域の外の空気中

及び周辺監視区域の境界における水中の放射性物質の放出により公衆の受

ける線量を含め，線量告示で定められた線量限度を超えないことはもとよ

り，ＡＬＡＲＡの考えの下，実効線量で 50μSv／y 以下となる設計とする。

また，埋設した放射性廃棄物が廃止措置の開始後に公衆に及ぼす影響を評

価した結果が，第二種埋設許可基準解釈に示される基準を満たし，廃棄物

埋設地の保全に関する措置を必要としない状態に移行する見通しがある設

計とする。 

 

（２）安全設計 

漏出低減機能は，埋設が完了した区画内への雨水等及び地下水の浸入を

抑制する設計とする。 

埋設が完了した区画内への地下水の浸入については，地下水面より上に

埋設トレンチを設置することにより浸入を抑制する設計とする。 

埋設が完了した区画内への雨水等の浸入の抑制については，最終覆土の

完了までの間は，側部低透水性覆土及び表面遮水の低透水性により，雨水

等の浸入を抑制する設計とする。 

なお，最終覆土が施工された区画では，表面遮水に代わり低透水性覆土

及び遮水シートの低透水性により，雨水等の浸入を抑制する設計とする。 

最終覆土の完了後は，側部低透水性覆土，低透水性覆土及び遮水シート

の低透水性により，埋設が完了した区画内への雨水等の浸入を抑制する設

計とする。 

廃棄物埋設地は，設計対象設備に対して以下に示す設計を行うことによ
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り，埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開始までの間に

おいて，平常時における廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出により公

衆の受ける線量が，本施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ

線により公衆の受ける線量並びに周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視

区域の境界における水中の放射性物質の放出により公衆の受ける線量を含

め，線量告示で定められた線量限度を超えないことはもとより，ＡＬＡＲ

Ａの考えの下，実効線量で 50μSv／y 以下となる設計とする。 

また，埋設した放射性廃棄物が廃止措置の開始後に公衆に及ぼす影響を

評価した結果が，第二種埋設許可基準解釈に示される基準を満たし，廃棄

物埋設地の保全に関する措置を必要としない状態に移行する見通しがある

設計とする。 

漏出低減機能を有するものを第 3 表に示す。 

ａ．表面遮水 

(a) 表面遮水は，低透水性を有する設計とする。 

(b) 表面遮水は，定期点検及び地震，台風等の異常事態が発生した場

合は臨時点検を行い，劣化・損傷が生じた場合，安全上支障のない

期間内において速やかに修復することにより必要な機能を維持する

設計とする。 

(c) 表面遮水は，合成ゴム及び合成樹脂系の遮水シートを用いるとと

もに，紫外線による劣化を考慮して保護砕石等の保護工により覆う

ことで，劣化・損傷に対する抵抗性を有する設計とする。 

(d) 埋設が完了した区画内への雨水等の浸入を抑制するために，最上

段の中間覆土及び最終覆土のうち基礎材の一部を施工後，その上部

に表面遮水を設置する。 

(e) 表面遮水に対する設計，材料の選定，建設・施工及び検査に当た



 

10 

っては，現行国内法規に基づく規格及び基準によるものとし，利用

可能な最善の技術として最新の知見を確認する。なお，現時点での

最新の知見としては，「遮水シート日本遮水工協会自主基準」（１）及び

「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領（2010 改訂版）」（２）

を参照する。 

ｂ．側部低透水性覆土，低透水性覆土及び遮水シート 

(a) 側部低透水性覆土，低透水性覆土及び遮水シートは，低透水性を

有する設計とする。 

(b) 側部低透水性覆土及び低透水性覆土は，長期的に安全性が損なわ

れ難い天然材料である土質系材料を採用することにより，劣化・損

傷に対する抵抗性を有する設計とする。なお，側部低透水性覆土及

び低透水性覆土の材料は，実際の調達時期により詳細な材料特性が

変わる可能性があるが，その場合にも要求性能を満足することを確

認したうえで用いることとする。 

(c) 遮水シートは，長期的に安全性が損なわれ難い高密度ポリエチレ

ン（ＨＤＰＥ）シートを用いるとともに，紫外線による劣化を考慮

し，覆土により覆うことにより，劣化・損傷に対する抵抗性を有す

る設計とする。 

(d) 劣化・損傷が生じた場合においても必要な機能を維持するために，

側部低透水性覆土及び低透水性覆土は十分な厚さを有する設計とす

る。 

(e) 側部低透水性覆土及び低透水性覆土は，長期的な力学的影響に対

して，変形追従性を考慮する。また，遮水シートは，長期的な力学

的影響に対して力学的安定性を，また，化学的影響に対して化学的

安定性を考慮する。 



 

11 

(f) 埋設が完了した区画の側部及び上部からの雨水等の浸入を抑制す

るために，以下の設計とする。 

・側部低透水性覆土を埋設トレンチの側部に設置する。 

・低透水性覆土及び遮水シートを埋設トレンチの上部に設置する。 

(g) 側部低透水性覆土，低透水性覆土及び遮水シートに対する設計，

材料の選定，建設・施工及び検査に当たっては，現行国内法規に基

づく規格及び基準によるものとし，利用可能な最善の技術として最

新の知見を確認し，現状入手できる材料を用いる。なお，現時点で

の最新の知見としては，「遮水シート日本遮水工協会自主基準」（１），

「道路土工要綱」（３），「道路土工－盛土工指針」（４）及び「河川土工マ

ニュアル」（５）を参照する。  
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第 3 表 漏出低減機能を有するもの 

名称 漏出低減機能 

表面遮水※１ 〇 

覆土 

最終覆土 

保護土層（上層） ― 

保護土層（下層） ― 

フィルタ層 ― 

排水層 ― 

遮水シート 〇 

低透水性覆土 〇 

基礎材 ― 

中間覆土（最上段） ― 

中間覆土（最上段除く） ― 

側部低透水性覆土 〇 

充 砂 ― 

○：漏出低減機能を有するもの  

―：漏出低減機能を有さないもの 

※１：表面遮水は，区画ごとの最上段の中間覆土及び最終覆土のうち基礎材

の一部施工後に設置され，最終覆土の設置完了時には撤去されるため，

表面遮水の設置完了後から最終覆土の設置完了までの間において機能

を期待する。 

 

４．３ 遮蔽機能 

（１）設計方針 

遮蔽機能は，埋設する放射性廃棄物の表面線量当量率，位置等を考慮し，

中間覆土の遮蔽性により，事業所周辺の公衆の受ける線量，放射線業務従

事者の受ける線量及び管理区域以外の人が立ち入る場所に滞在する者の受

ける線量が，線量告示で定められた線量限度を超えないことはもとより，

ＡＬＡＲＡの考えの下，合理的に達成できる限り低くできる設計とする。 

放射線の遮蔽に関する構造は，廃棄物埋設地のうち中間覆土により構成

し，直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による放射線被ばくから事
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業所周辺の公衆，放射線業務従事者並びに管理区域外の人が立ち入る場所

に滞在する者を防護する。 

埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から最上段の中間覆土完了までの

間においては，施工した中間覆土により放射線の遮蔽を行う。また，最上

段の中間覆土完了後から廃止措置の開始までの間においては，最上段まで

施工された中間覆土により放射線の遮蔽を行う。 

平常時における廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出により公衆の受

ける線量が，本施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線によ

る公衆の受ける線量並びに周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の

境界における水中の放射性物質の放出により公衆の受ける線量を含め，線

量告示で定められた線量限度を超えないことはもとより，ＡＬＡＲＡの考

えの下，実効線量で 50μSv／y 以下となる設計とする。 

（２）安全設計 

廃棄物埋設地は，以下に示す設計を行うことにより，直接ガンマ線及び

スカイシャインガンマ線による放射線被ばくから事業所周辺の公衆，放射

線業務従事者並びに管理区域以外の人が立ち入る場所に滞在する者の受け

る線量を合理的に達成できる限り低減できる設計とする。 

平常時における本施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線

による公衆の受ける線量が，廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出によ

り公衆の受ける線量並びに周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の

境界における水中の放射性物質の放出により公衆の受ける線量を含め，線

量告示で定められた線量限度を超えないことはもとより，実効線量で  

50μSv／y 以下となる設計とする。 

ａ．埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から最上段の中間覆土完了まで

の間においては，以下に示す設計を行うことにより，直接ガンマ線及び
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スカイシャインガンマ線による公衆の受ける線量，放射線業務従事者並

びに管理区域以外の人が立ち入る場所に滞在する者の受ける線量を低減

できる設計とする。 

(a) 門型クレーンによる放射性廃棄物の取扱い時間を合理的に達成で

きる限り短くし，放射性廃棄物を埋設トレンチに定置する。 

(b) 放射性廃棄物の定置作業は区画ごとに実施し，埋設区画１段分の

放射性廃棄物を定置後は速やかに中間覆土を施し，覆土されていな

い放射性廃棄物の数を少なくする。 

ｂ．最上段の中間覆土完了後においては，最上段まで施工された中間覆土

により，直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による公衆の受ける

線量並びに管理区域以外の人が立ち入る場所に滞在する者の受ける線量

を低減できる設計とする。 

ｃ．周辺監視区域の廃止後は，公衆が事業所内に立ち入る可能性を考慮し，

中間覆土により事業所内に立ち入る公衆の受ける線量を線量限度以下に

低減できる設計とする。 

遮蔽の評価結果については，「東海低レベル放射性廃棄物埋設事業所 

第二種廃棄物埋設事業許可申請 第二種廃棄物埋設施設の位置、構造及び

設備の基準に関する規則第八条（遮蔽等）への適合性について」にて別途

説明する。 

 

４．４ その他の設計 

４．４．１ 廃棄物埋設地に関する設計の留意事項 

廃棄物埋設地は，埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開

始までの間において，廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出を低減するた

め，以下について留意した設計とする。 
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（１）埋設する放射性廃棄物に含まれる放射性物質の性質及び放射能濃度に応

じて，設計時点において合理的かつ利用可能な最善の建設・施工技術に

よるものであること 

廃棄物埋設地の設計については，放射性物質の種類及び性質により，主

に半減期，環境中への移動のしやすさ及び放出される放射線エネルギーが

異なることを考慮する。 

・半減期が長い放射性物質（Ｃ－14，Ｃｌ－36，Ｃａ－41，全α）に

対しては，側部低透水性覆土，低透水性覆土，遮水シート及び表面遮

水の漏出低減機能により廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出を低

減することで，公衆の受ける線量を低減する。 

・半減期が短く環境中に移動しやすい放射性物質（Ｈ－3，Ｓｒ－90）

に対しては，側部低透水性覆土，低透水性覆土，遮水シート及び表面

遮水の漏出低減機能により廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出を

低減するとともに，放射能の減衰を図ることで，公衆の受ける線量を

低減する。 

・半減期が短く放射線のエネルギーが大きい放射性物質（Ｃｏ－60，

Ｃｓ－137，Ｅｕ－152，Ｅｕ－154）に対しては，遮蔽機能により放

射能が有意に減衰するまで遮蔽を確保することで，公衆の受ける外部

被ばく線量を低減する。 

また，廃棄物埋設地は，保全に関する措置を必要としない状態に移行す

るよう設計する。 

廃棄物埋設地の設計は，設計時点において合理的かつ利用可能な最善の

建設・施工技術として広く活用され，かつ，実績を多数有している建設・

施工技術を用いる。 

漏出低減機能を有するものごとの要求性能に加え，材料の選定，建設・
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施工及び検査を考慮した構造物として設計する。以下の内容を満足するこ

とで，合理的かつ利用可能な最善の建設・施工技術とする。 

ａ．合理的な建設・施工技術 

表面遮水の透水特性は，最終覆土を施工するまでの間期待するもので

あり，最終覆土の施工時には撤去することから，点検・補修等による機

能維持が可能な遮水シートを用いることが合理的である。 

側部低透水性覆土及び低透水性覆土の透水特性は，長期的に期待する

ため，力学的作用により安全性が損なわれ難い天然材料である土質系材

料を用いた土構造物とすることが合理的である。また，低透水性覆土の

透水特性である低透水性の確保を確実なものとするため，低透水性覆土

の上部に低透水性の遮水シートを設置することが合理的である。 

ｂ．利用可能な最善の建設・施工技術 

土構造物としての設計，材料の選定，建設・施工及び検査については，

利用可能な最善の建設・施工技術として，最新の知見を確認する。 

なお，現時点での最新の知見としては，「遮水シート日本遮水工協会

自主基準」（１），「廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領（2010

改訂版）」（２），「道路土工要綱」（３），「道路土工－盛土工指針」（４）及び

「河川土工マニュアル」（５）を参照する。側部低透水性覆土及び低透水

性覆土については，一般土工で用いられる重機を使用し，適切な品質管

理を行うことで，目標の透水係数を有する覆土を施工できることを確認

している。 

また，品質管理方法は，側部低透水性覆土及び低透水性覆土の施工前

に行う試験結果を用いて最終決定する。 

（２）劣化・損傷に対する抵抗性を考慮すること 

ａ．表面遮水 
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合成ゴム及び合成樹脂系の遮水シートを用いるとともに，紫外線によ

る劣化を考慮し，保護砕石等の保護工により覆うことにより，表面遮水

は劣化・損傷に対する抵抗性を有する設計とする。 

ｂ．側部低透水性覆土，低透水性覆土及び遮水シート 

側部低透水性覆土及び低透水性覆土については，変形追従性を考慮し，

粒径分布に広がりを持った土質系材料を用いることにより，劣化・損傷

に対する抵抗性を有する設計とする。また，遮水シートについては，力

学的安定性及び化学的安定性を考慮し，高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）

を用いるとともに，紫外線による劣化を考慮し，覆土により覆うことに

より，劣化・損傷に対する抵抗性を有する設計とする。 

長期状態において想定される劣化・損傷事象を抽出し，覆土の低透水

性に影響を及ぼす要因に対して，長期的に低透水性を維持するための要

求機能を満たす見通しのある設計とする。 

（３）劣化・損傷が生じた場合にも機能が維持できる（安全上支障のない期間

内において速やかに修復できることが確実であることを含む。）構造・

仕様であること 

ａ．表面遮水 

遮水シートは，劣化・損傷が生じた場合においても，安全上支障のな

い期間内において速やかに修復し，漏出低減機能を維持する構造・仕

様とする。 

ｂ．側部低透水性覆土，低透水性覆土及び遮水シート 

側部低透水性覆土及び低透水性覆土については，発生が予想される力

学的影響に対して機能維持が受動的に期待できるよう，十分な厚さと

することで，劣化・損傷が生じた場合においても，漏出低減機能を維

持する構造・仕様とする。また，遮水シートは，劣化・損傷が生じた
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場合においても，安全上支障のない期間内において速やかに修復し，

漏出低減機能を維持する構造・仕様とする。 

線量評価上用いる各性能は，線量評価の状態設定における不確実性を

包含する設定とすることにより，廃棄物埋設地全体として線量基準を

満足するようにする。 

これらにより，劣化・損傷が生じた場合においても，漏出低減機能を

維持する構造とする。 

 

４．４．２ 埋設した放射性廃棄物に含有される化学物質その他の化学物質に

より安全機能が損なわれないものであること 

可燃性の化学物質及び可燃性ガスを発生する化学物質として，「消防法」

及び「危険物の規則に関する政令」に定められるものを想定する。埋設する

放射性廃棄物は金属類及びコンクリート類であり，容器等に収納又はこん包

する。また，覆土は土質系材料を用いることから，これらの化学物質は埋設

トレンチ内に含まれない。ただし，その他の化学物質として，雨水等の浸透

水とコンクリート類の放射性廃棄物との接触によって溶脱するカルシウム成

分等の影響を考慮する。 

最終覆土の施工前の安全機能については，中間覆土にて遮蔽機能を期待し，

側部低透水性覆土及び表面遮水にて漏出低減機能を期待している。遮蔽機能

については，中間覆土はカルシウム成分等による影響はない。漏出低減機能

については，雨水等の浸透水がコンクリート類の放射性廃棄物と接触するこ

とによって，カルシウム成分が溶脱し，浸透水のｐＨが変化することで，高

アルカリ性の間隙水が発生する可能性があるが，放射性廃棄物と側部低透水

性覆土は充 砂により離隔が取られるため，高アルカリ性の間隙水による側

部低透水性覆土の低透水性への影響はない。 
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なお，表面遮水は，埋設した放射性廃棄物より上部に位置するためコンク

リート類の放射性廃棄物から溶脱した成分を含む浸透水の影響を受けない。 

最終覆土の完了後の安全機能については，中間覆土にて遮蔽機能を期待し，

側部低透水性覆土，低透水性覆土及び遮水シートにて漏出低減機能を期待し

ている。遮蔽機能については，中間覆土はカルシウム成分等による影響はな

い。漏出低減機能については，雨水等の浸透水がコンクリート類の放射性廃

棄物と接触することによって，カルシウム成分が溶脱し，浸透水のｐＨが変

化することで，高アルカリ性の間隙水が発生する可能性があるが，放射性廃

棄物と側部低透水性覆土は充 砂により離隔が取られるため，高アルカリ性

の間隙水による側部低透水性覆土の低透水性への影響はない。また，低透水

性覆土及び遮水シートは，埋設した放射性廃棄物より上部に位置するためコ

ンクリート類の放射性廃棄物から溶脱した成分を含む浸透水の影響を受けな

い。 

 

４．４．３ 放射性物質の漏出を低減する機能を有すること 

（１）設計方針 

「廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出を低減する」について，埋設

する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開始までの間，公衆の受

ける線量が法令に定める線量限度を超えないことはもとより，ＡＬＡＲＡ

の考え方の下，合理的に達成できる限り十分に低くなるよう，実効線量で

50μSv／y 以下となる設計とする。 

（２）評価方法 

ａ．線量評価シナリオ 

廃棄物埋設地からの放射性物質の移動に関する評価対象とする線量評

価シナリオは，地下水中の放射性物質が移動する海の海産物の摂取に伴
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う内部被ばくとする。 

この経路は，埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開

始までの間において，埋設トレンチ内を浸透する浸透水中の放射性物質

が移動する海の海産物の摂取による内部被ばくであり，食生活が標準的

である人で，海産物を摂取する人を対象とする。 

ｂ．線量評価モデル 

廃棄物埋設地からの放射性物質の移動に関する評価対象とする線量評

価モデルは，廃棄物埋設地から漏出する放射性物質が，廃棄物埋設地直

下の地下水により海に流入するものとして設定する。海産物を摂取する

場合の内部被ばくの評価は，「東海低レベル放射性廃棄物埋設事業所 

第二種廃棄物埋設事業許可申請 第二種廃棄物埋設施設の位置、構造及

び設備の基準に関する規則第十三条（ピット処分又はトレンチ処分に係

る廃棄物埋設地）第１項第三号及び第四号への適合性について」の(1)

式から(16)式及び(21)式を用いて評価する。 

ｃ．線量評価パラメータ 

廃棄物埋設地から漏出する放射性物質の量の評価に当たっては，最終

覆土の完了直後から放射性物質の漏出が開始するとし，「東海低レベル

放射性廃棄物埋設事業所 第二種廃棄物埋設事業許可申請 第二種廃棄

物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第十三条（ピット

処分又はトレンチ処分に係る廃棄物埋設地）第１項第三号及び第四号へ

の適合性について」に示す最も可能性が高い自然事象シナリオに用いる

線量評価パラメータに基づいて評価するが，年間浸透水量については初

期値に固定した条件で行う。 

なお，最終覆土の完了直後の放射能量は，「東海低レベル放射性廃棄

物埋設事業所 第二種廃棄物埋設事業許可申請 第二種廃棄物埋設施設
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の位置、構造及び設備の基準に関する規則第十三条（ピット処分又はト

レンチ処分に係る廃棄物埋設地）第１項第三号及び第四号への適合性に

ついて 線量評価パラメータ」の第 4表の「No.5：放射性廃棄物受入れ

時の放射性核種 i の放射能量」の値とし，最終覆土の完了後の時間の経

過による放射性物質の減衰を考慮する。その他の線量評価パラメータは

同資料の第 4 表の値を用いる。 

ｄ．線量評価結果 

埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開始までの間に

おける地下水中の放射性物質が移動する海での海産物の摂取に伴う内部

被ばく線量は約 2.3×10－２μSv／y である。線量評価結果を第 1 図に示

す。 

また，第二種埋設許可基準規則第八条に規定する「廃棄物埋設施設か

らの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による事業所周辺の線量」

により公衆の受ける外部被ばく線量の最大値は，埋設する放射性廃棄物

の受入れの開始から全区画の最上段中間覆土完了までの間においては約

3.8×10１μSv／y であり，全区画の最上段中間覆土完了から廃止措置の

開始までの間においては約 1.1×10１μSv／y である。 

なお，埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開始まで

の間における第二種埋設許可基準規則第十七条第 1 項に規定する「周辺

監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における水中の放射性物

質」の放出により公衆の受ける線量については，本施設は廃棄施設を設

置しないことから，考慮する必要はない。 

以上より，埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開始

までの間における公衆の受ける合計線量は，最大約 3.8×10１μSv／y

となり，本施設は，法令に定める線量限度を超えないことはもとより，
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公衆に対して合理的に達成できる限り十分に低い線量となる施設の設計

となっている。 

 

第 1 図 海産物の摂取に伴う内部被ばくの線量評価結果 

 

４．４．４ 準拠規格及び基準等 

本施設は，設計，製作，建設及び試験検査を通じて信頼性のあるものとす

る。本施設の設計，材料の選定，建設・施工及び検査に当たっては，漏出低

減機能及び遮蔽機能を確保するため原則として国内法規に基づく規格及び基

準に準拠する。ただし，外国の規格及び基準による場合又は規格及び基準で

一般的でないものを適用する場合には，それらの規格及び基準の適用の根拠，

国内法規に基づく規格及び基準との対比並びに適用の妥当性を明らかにし，

漏出低減機能及び遮蔽機能に問題がないことを確認する。 

本施設の設計等に当たっては，原子炉等規制法，事業規則，第二種埋設許
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可基準規則，第二種埋設許可基準解釈及び線量告示に基づくとともに，必要

に応じて以下の法令，規格，基準等に準拠する。 

・建築基準法 

・労働安全衛生法 

・消防法 

・電気事業法 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・日本電機工業会規格（ＪＥＭ） 

・道路土工要綱（日本道路協会） 

・道路土工－盛土工指針（日本道路協会） 

・河川土工マニュアル（国土技術研究センター） 

・遮水シート日本遮水工協会自主基準（日本遮水工協会） 

・廃棄物最終処分場整備の計画・設計・管理要領（2010 改訂版）（全国都

市清掃会議） 

 

５ 廃棄物埋設地の設計 

廃棄物埋設地の設計内容について説明する。 

５．１ 構成及び設置位置 

廃棄物埋設地は，放射性廃棄物を埋設する埋設トレンチ，覆土等により構

成する。 

埋設トレンチの最大埋設能力は，最大約 24,000 m３である。 

埋設トレンチは，放射性廃棄物の底面が東京湾中等潮位（以下「T.P.」

という。）約＋4 m となるように掘り下げて設置し，1 区画が約 8 m×約 15 m

となるようにＨ形鋼と鋼矢板（以下「仕切板」という。）により区分し，合

計で 42 区画設ける。 
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なお，埋設トレンチは，西側埋設トレンチと東側埋設トレンチに分ける

（第 2 図及び第 3 図参照）。 

安全機能を有する施設は，自重及び操業時の荷重等に加え，耐震重要度の

分類に応じて算定する地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十

分に支持性能を有する地盤に設置する。 

覆土は，側部低透水性覆土，充 砂，中間覆土及びその上面を覆う最終覆

土で構成する。最終覆土は，基礎材，低透水性覆土，遮水シート，排水層，

フィルタ層，保護土層（下層）及び保護土層（上層）で構成する。 

なお，最終覆土の完了までの間は，側部低透水性覆土，充 砂，中間覆土，

最終覆土のうち基礎材の一部で覆土を構成し，その上面に表面遮水を設置す

る。 

最終覆土の上部には植生を行う。また，最終覆土の側部に排水設備を設置

する。 

廃棄物埋設地は，東海発電所及び東海第二発電所の周辺監視区域内に設置

する（第 4 図参照）。 

廃棄物埋設地の設置位置選定の考え方については添付資料１「２ 廃棄物

埋設地の基本的考え方」に記載する。 
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第 2 図 埋設トレンチの平面図 
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第 3 図 埋設トレンチの断面図
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第 4 図 廃棄物埋設地位置図 
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５．２ 主要設備 

５．２．１ 覆土 

（１）構成及び安全機能 

覆土は，側部低透水性覆土，充 砂，中間覆土及び最終覆土により構成

し，最終覆土は盛土状の多層構造を成し，基礎材，低透水性覆土，遮水シ

ート，排水層，フィルタ層，保護土層（下層）及び保護土層（上層）によ

り構成する。 

側部低透水性覆土，低透水性覆土及び遮水シートの低透水性により放射

性物質の漏出を低減し，中間覆土の遮蔽性により放射線の遮蔽を行う。 

（２）要求性能及び設計要件 

安全機能を確保するために必要な覆土の要求性能及び設計要件を第 4 表

に示す。 

ａ．要求性能（技術要件及び設計項目） 

覆土の設計項目については，安全機能に係る技術要件及びそれに必要

な特性を踏まえ，次のとおり整理する。 

(a) 漏出低減機能 

覆土の漏出低減機能は，埋設トレンチ内を浸透する雨水等に伴う浸

透水量を低減することである。 

埋設トレンチ内を浸透する浸透水量は，側部低透水性覆土，低透水

性覆土及び遮水シートの透水特性によって影響を受けることから，側

部低透水性覆土，低透水性覆土及び遮水シートに対する技術要件は透

水特性（低透水性）であり，その設計項目は，材質，透水係数及び厚

さである。また，漏出低減機能については，長期にわたり機能を維持

する必要があるため，材質，透水係数及び厚さの変化に影響を及ぼす

要因について抽出する。長期状態において側部低透水性覆土，低透水
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性覆土及び遮水シートの透水特性に影響を及ぼす要因とその機構を第

5 表に示す。影響要因の抽出については，周辺土壌などの外部環境も

含めた施設の構成及び影響要因の相互作用を網羅的に考慮する（影響

要因の抽出・分析結果については，「東海低レベル放射性廃棄物埋設

事業所 第二種廃棄物埋設事業許可申請 第二種廃棄物埋設施設の位

置、構造及び設備の基準に関する規則第十三条（ピット処分又はトレ

ンチ処分に係る廃棄物埋設地）第 1 項第三号及び第四号への適合性に

ついて 廃棄物埋設地の状態設定（影響事象分析）」を参照）。抽出し

た要因は，廃棄物埋設地に埋設した放射性廃棄物の鉄箱内に残存する

空隙に起因する陥没に伴う側部低透水性覆土及び低透水性覆土の乾燥

密度の変化並びに遮水シートの劣化，また，最終覆土中に含まれる酸

素及び浸透水中に含まれる溶存酸素に起因する遮水シートとの化学反

応に伴う遮水シートの劣化である。側部低透水性覆土，低透水性覆土

及び遮水シートの技術要件は，これらの要因に対する長期機能維持特

性（変形追従性，力学的安定性及び化学的安定性）であり，その設計

項目は透水係数及び厚さ（変形追従性），引張強さ（力学的安定性）

及び材質（化学的安定性）である。 

(b) 遮蔽機能 

中間覆土の遮蔽機能は，放射線を遮蔽する機能であるため，技術要

件は遮蔽性であり，その設計項目は密度及び厚さである。 

ｂ．設計要件 

設計項目である材質，透水係数，厚さ及び密度については，要求性能

を満足するための設計要件を設定する。 

覆土の技術要件のうち，低透水性覆土及び側部低透水性覆土の低透水

性についての詳細は添付資料１「３ 技術要件における考え方」に示す。 
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第 5 表 覆土の透水特性に影響を及ぼす要因とその機構 

設
計
項
目 

長期状態における影響要因 影響機構 
要求性能 

（技術要件）

材
質 

遮水シートの劣

化 化
学
的
影
響 

最終覆土中に含

まれる酸素及び

浸透水中に含ま

れる溶存酸素 

最終覆土中に含まれる酸

素及び浸透水中に含まれ

る溶存酸素との化学反応

により遮水シートの材質

の 化 学 的 変質 （ 酸 化 劣

化）が発生 

化学的安定性

透
水
係
数 

側部低透水性覆

土及び低透水性

覆土の乾燥密度

の変化 

力
学
的
影
響

容器内に残存す

る空隙 

容器内の空隙に起因する

陥没により，側部低透水

性覆土及び低透水性覆土

の変位に伴う透水性が変

化した領域の発生 

変形追従性 

厚
さ 

遮水シートの劣

化 力
学
的
影
響 

容器内に残存す

る空隙 

容器内の空隙に起因する

陥没により，遮水シート

に引張応力が発生 

力学的安定性

側部低透水性覆

土及び低透水性

覆土の乾燥密度

の変化 

力
学
的
影
響 

容器内に残存す

る空隙 

容器内の空隙に起因する

陥没により，側部低透水

性覆土及び低透水性覆土

の変位に伴う透水性が変

化した領域の発生 

変形追従性 
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（３）構造及び仕様 

充 砂は，埋設した放射性廃棄物間の間隙及び埋設した放射性廃棄物と

側部低透水性覆土又は仕切板の間隙に充 する。中間覆土は，放射性廃棄

物の上部に設置する。側部低透水性覆土は，埋設トレンチ最外周の放射性

廃棄物の側部に充 する充 砂と仕切板の間に設置する。最終覆土は，最

上段の中間覆土の上部に設置する。 

漏出低減機能を確保する観点から，覆土の低透水性は，力学的影響及び

化学的影響による長期的な性能低下に配慮した設計とする。 

覆土の平面図を第 5 図に,覆土の断面図を第 6 図に，覆土の断面図（西

側 Ａ－Ａ断面）を第 7 図に，最終覆土の断面図を第 8 図に示す。 

覆土の主な仕様を第 6 表に示す。 
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第 5 図 覆土の平面図 
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4
 

第 6 図 覆土の断面図 
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第 7 図 覆土の断面図（Ａ－Ａ断面 西側） 

 

 

 

 

第 8 図 最終覆土断面図  
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第 6 表 覆土の主な仕様 

名称 主な仕様 

覆土 

最
終
覆
土 

保護土層（上層）
・材料：粘性土又は火山灰質粘性土 

・厚さ※１：0.3 m 以上 

保護土層（下層）
・材料：砂質土 

・厚さ※１：0.15 m 以上 

フィルタ層 
・材料：クラッシャーラン 

・厚さ※１：0.3 m 以上 

排水層 
・材料：単粒度砕石 

・厚さ※１：0.3 m 以上 

遮水シート 
・材料：高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）※２ 

・厚さ※１：1.5 mm 以上 

低透水性覆土 

・材料：ベントナイト混合土 

・透水係数※１：1.0×10－１０ m／s 以下 

・厚さ※１，※３：1 m 以上 

基礎材 
・材料：粒度調整砕石 

・厚さ※１：0.3 m 以上 

側部低透水性覆土 

・材料：ベントナイト混合土 

・透水係数※１：1.0×10－１０ m／s 以下 

・厚さ※１：0.8 m 以上 

中間覆土 

・材料：砂質土 

・厚さ※１：0.5 m 以上（最上段），0.2 m 以上

（最上段を除く） 

・密度：1,300 kg／m３以上 

充 砂 ・材料：砂質土（流動性を期待できるもの） 

※1：施工時点の値 

※2：高摩擦タイプとする 

※3：埋設トレンチ上部の厚さ 
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ａ．最終覆土 

(a) 概要 

最終覆土は，基礎材，低透水性覆土，遮水シート，排水層，フィル

タ層，保護土層（下層）及び保護土層（上層）により構成し，最上段

の中間覆土の上部に設置する（第 7 図及び第 8 図参照）。 

なお，最終覆土を侵食から保護するため，最終覆土の上部に植生を

行う。 

最終覆土のうち遮水シートより上部の保護土層（上層），保護土層

（下層），フィルタ層及び排水層は，「東海低レベル放射性廃棄物埋設

事業所 第二種廃棄物埋設事業許可申請 第二種廃棄物埋設施設の位

置、構造及び設備の基準に関する規則第六条（外部からの衝撃による

損傷の防止）への適合性について」に記載する自然現象及び人為事象

から，遮水シート及び低透水性覆土を保護している。また，これらは，

側部低透水性覆土及び低透水性覆土の吸水膨潤による体積変化を拘束

圧によって抑制することで，漏出低減機能を確保している。このため，

最終覆土のうち遮水シートより上部全体として，漏出低減機能を保護

及び確保する機能を有する。 

ⅰ．保護土層（上層） 

① 概要 

保護土層（上層）は，保護土層（下層）の上部に設置する。保

護土層（上層）は，植生を維持することで漏出低減機能を有する

ものを含む廃棄物埋設地を侵食から保護している。また，保護土

層（上層）は，保護土層（下層）とともに，側部低透水性覆土及

び低透水性覆土の乾湿影響を低減することで，漏出低減機能を保

護している。このため，保護土層（上層）は，漏出低減機能を保
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護する機能を有する。 

② 設計方針 

保護土層（上層）は，最終覆土の上部の植生が正常に育つよう，

粘性土又は火山灰質粘性土を使用する。 

③ 仕様 

保護土層（上層）は，厚さ 0.3 m 以上の粘性土又は火山灰質粘

性土とする。 

ⅱ．保護土層（下層） 

① 概要 

保護土層（下層）は，フィルタ層の上部に設置する。保護土層

（下層）は，植生を維持することで漏出低減機能を有するものを

含む廃棄物埋設地を侵食から保護している。また，保護土層（下

層）は，保護土層（上層）とともに，側部低透水性覆土及び低透

水性覆土の乾湿影響を低減することで，漏出低減機能を保護して

いる。さらに，保護土層（上層）が下部のフィルタ層に流出する

のを防止することで，保護土層（上層）による排水層の目詰まり

を防止し，漏出低減機能を確保している。このため，保護土層

（下層）は，漏出低減機能を保護及び確保する機能を有する。 

② 設計方針 

保護土層（下層）は，植生が正常に育つために透水性良好な層

として，砂質土を使用する。 

③ 仕様 

保護土層（下層）は，厚さ 0.15 m 以上の砂質土とする。 
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ⅲ．フィルタ層 

① 概要 

フィルタ層は，排水層の上部に設置する。フィルタ層は，保護

土層（下層）の土粒子が下部の層に流出して削れる現象（以下

「パイピング」という。）を防止することで，保護土層（下層）

による排水層の目詰まりを防止し，漏出低減機能を確保している。

このため，フィルタ層は，漏出低減機能を確保する機能を有する。

パイピング防止については添付資料１「6 パイピングを防止す

る措置」に記載する。 

② 設計方針 

フィルタ層は，パイピングを防止するよう，クラッシャーラン

を使用する。 

③ 仕様 

フィルタ層は，厚さ 0.3 m 以上のクラッシャーランとする。 

ⅳ．排水層 

① 概要 

排水層は，遮水シートの上部に設置する。排水層は，雨水等の

浸透水を排水することにより最終覆土が飽和することを抑制し，

最終覆土の安定性を維持することで漏出低減機能を確保している。 

このため，排水層は，漏出低減機能を確保する機能を有する。 

② 設計方針 

排水層は，雨水等を廃棄物埋設地の外に排水するよう，単粒度

砕石を使用する。 

③ 仕様 

排水層は，厚さ 0.3 m 以上の単粒度砕石とする。 
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ⅴ．遮水シート 

① 概要 

遮水シートは，埋設トレンチ内を浸透する雨水等に伴う浸透水

量を低減することにより，廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏

出を低減することを目的として，低透水性覆土の上部に設置する。

また，遮水シートは，長期的な機能維持を考慮し，長期的に性質

が安定し，力学的安定性及び化学的安定性を有する高密度ポリエ

チレン（ＨＤＰＥ）で構成する。高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）

は，最終覆土の安定性の向上の観点から高摩擦タイプとする。 

遮水シートの上層の施工時の転圧影響を緩和し，遮水シートの

破損を防止することを目的として，遮水シートを保護する材料を

遮水シートの上部に設置する。 

② 設計方針 

遮水シートには，最終覆土の完了後から廃止措置の開始までの

間の漏出低減機能を求める。 

漏出低減機能に対しては，透水特性を確保し，埋設トレンチ内

を浸透する雨水等に伴う浸透水量を低減するために，低透水性を

考慮した材質を用いる設計とする。 

漏出低減機能を長期的に維持するための力学的安定性及び化学

的安定性は，廃止措置の開始後の評価において考慮する性能を満

たす見通しがあるものとする。  

③ 仕様 

・透水特性 

遮水シートは，厚さ 1.5 mm 以上の高密度ポリエチレン（Ｈ

ＤＰＥ）とする。 
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・機能維持特性 

ａ）力学的安定性 

力学的影響により，放射性廃棄物の容器内に残存する空隙

に起因する陥没に伴い変形した場合においても，力学的安定

性が維持され，覆土全体として埋設トレンチへの雨水等に伴

う浸透水量の増加を抑制する設計とする。 

ｂ）化学的安定性 

最終覆土中に含まれる酸素や浸透水中に含まれる溶存酸素

との化学反応により，遮水シートが劣化した場合においても，

化学的安定性が維持され，覆土全体として埋設トレンチへの

雨水等に伴う浸透水量の増加を抑制する設計とする。 

ⅵ．低透水性覆土 

① 概要 

低透水性覆土は，埋設トレンチ内を浸透する雨水等に伴う浸透

水量を低減することにより，廃棄物埋設地の外への放射性物質の

漏出を低減することを目的として，基礎材の上部に設置する。 

なお，低透水性覆土は，埋設する放射性廃棄物の収納容器であ

る鉄箱（鉄箱に収納する放射性廃棄物の隙間には砂を充 して陥

没防止を図っている。）が，万一，陥没して低透水性覆土の漏出

低減機能が喪失することのないように，長期的な機能維持を考慮

し，長期的に性質が安定し，変形追従性を持った天然材料である

ベントナイトと砂を母材としたベントナイト混合土で構成する。 

② 設計方針 

低透水性覆土には，最終覆土の完了後から廃止措置の開始までの

間の漏出低減機能を求める。 
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漏出低減機能に対しては，透水特性を確保し，埋設トレンチ内を

浸透する雨水等に伴う浸透水量を低減するために，低透水性を考慮

した設計とする。 

漏出低減機能を長期的に維持するための変形追従性は，廃止措置

の開始後の評価において考慮する性能を満たす見通しがあるものと

する。 

③ 仕様 

・透水特性 

低透水性覆土は，1.0×10－１０ m／s 以下の透水係数を施工時

点で確保する。また，埋設した放射性廃棄物の空隙に起因する沈

下に伴い鉛直方向に変形した場合でも低透水性を維持できるよう，

低透水性覆土は，厚さ 1 m 以上のベントナイト混合土とする。 

・機能維持特性 

ａ）変形追従性 

力学的影響により，放射性廃棄物の容器内の空隙に起因す

る陥没に伴い低透水性覆土が変形した場合においても，その

変形に追従し，覆土全体として埋設トレンチへの雨水等に伴

う浸透水量の増加を抑制する設計とする。 

ⅶ．基礎材 

① 概要 

基礎材は，最上段の中間覆土の上部に設置する。 

② 設計方針 

基礎材は，低透水性覆土等の施工時の反力確保等を目的として，

粒度調整砕石を使用する。 

③ 仕様 
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基礎材は，厚さ 0.3 m 以上の粒度調整砕石とする。 

ｂ．側部低透水性覆土 

(a) 概要 

側部低透水性覆土は，廃棄物埋設地の側方から埋設トレンチ内への

雨水等に伴う浸透水量を低減することにより，廃棄物埋設地の外への

放射性物質の漏出を低減することを目的として，埋設トレンチの最外

周の放射性廃棄物の側部に充 する充 砂と仕切板の間に設置する

（第 6 図及び第 7 図参照）。 

なお，側部低透水性覆土は，長期的な機能維持を考慮し，長期的に

性質が安定し，変形追従性を持った天然材料であるベントナイトと砂

を母材としたベントナイト混合土で構成する。 

(b) 設計方針 

側部低透水性覆土には，埋設する放射性廃棄物の受入れ開始から廃

止措置の開始までの間の漏出低減機能を求める。 

漏出低減機能に対しては，透水特性を確保し，埋設トレンチ内を浸

透する雨水等に伴う浸透水量を低減するために，低透水性を考慮した

設計とする。 

漏出低減機能を長期的に維持するための変形追従性は，廃止措置の

開始後の評価において考慮する性能を満たす見通しがあるものとする。 

(c) 仕様 

ⅰ．透水特性 

側部低透水性覆土は，1.0×10－１０ m／s 以下の透水係数を施工

時点で確保する。また，側部低透水性覆土は，厚さ 0.8 m 以上のベ

ントナイト混合土とする。 
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ⅱ．機能維持特性 

① 変形追従性 

力学的影響により，放射性廃棄物の容器内の空隙に起因する陥

没に伴い側部低透水性覆土が変形した場合においても，その変形

に追従し，覆土全体として埋設トレンチ内を浸透する雨水等に伴

う浸透水量の増加を抑制する設計とする。 

ｃ．中間覆土 

(a) 概要 

中間覆土は，砂質土より構成し，放射性廃棄物の上部に設置する

（第 6 図及び第 7 図参照）。 

(b) 設計方針 

中間覆土には，中間覆土施工後から廃止措置の開始までの間の遮蔽

機能を求める。 

(c) 仕様 

ⅰ．遮蔽性 

遮蔽性に配慮した設計として，公衆等の受ける線量を低減できる

ような密度及び厚さを確保する。密度は 1,300 kg／m３以上とする。

中間覆土（最上段を除く）は厚さ 0.2 m 以上の砂質土とし，中間覆

土（最上段）は厚さ 0.5 m 以上の砂質土とする。 

ｄ．充 砂 

(a) 概要 

充 砂は，埋設した放射性廃棄物間の間隙及び埋設した放射性廃棄

物と側部低透水性覆土又は仕切板の間隙に充 する砂であり，埋設ト

レンチに有害な空隙が残らないようにする。（第 7 図参照）。 
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(b) 設計方針 

充 砂は，充 後に有害な空隙が残らないように，充 時に流動性

を期待できる土質系材料を使用する。 

(c) 仕様 

充 砂は，砂質土のうち，流動性を期待できるものとする。 

 

５．２．２ 表面遮水 

（１）構成及び安全機能 

表面遮水は，遮水シートにより構成する。 

表面遮水の低透水性により放射性物質の漏出を低減する。 

（２）要求性能及び設計要件 

安全機能を確保するために必要な表面遮水の要求性能及び設計要件を第

7 表に示す。 

ａ．要求性能（技術要件及び設計項目） 

表面遮水の設計項目については，安全機能に係る技術要件及びそれに

必要な特性を踏まえ，次のとおり整理する。 

(a) 漏出低減機能 

表面遮水の漏出低減機能は，埋設トレンチ内を浸透する雨水等に伴

う浸透水量を低減することである。 

埋設トレンチ内を浸透する浸透水量は，表面遮水の透水特性によっ

て影響を受けることから，表面遮水に対する技術要件は透水特性（低

透水性）であり，その設計項目は，材質及び厚さである。 

ｂ．設計要件 

設計項目である材質及び厚さについては，要求性能を満足するための

設計要件を設定する。 
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第 7 表 表面遮水の要求性能及び設計要件 

安全機能 

要求性能 
表
面
遮
水 

設計要件 
技術要件 

（必要な特性） 
設計項目 

漏出低減機能 透水特性 低透水性
材質 〇 低透水性を有する材質とすること。 

厚さ 〇 必要な厚さを有すること。※１ 

※1：厚さ 1.5 mm 以上を確保する。 
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（３）構造及び仕様 

表面遮水は，最終覆土のうち基礎材の一部を施工した後，その上面に設

置する。 

表面遮水の設置例を第 9 図に示す。 

表面遮水の主な仕様を第 8 表に示す。 

ａ．表面遮水 

(a) 概要 

表面遮水は，合成ゴム及び合成樹脂系の遮水シートにより構成し，

最終覆土のうち基礎材の一部を施工した後，その上面に設置する。 

なお，遮水シートの上部は保護砕石等の保護工を施工する。 

(b) 設計方針 

表面遮水には，表面遮水の設置完了後から最終覆土の設置完了まで

の間の漏出低減機能を求める。 

漏出低減機能に対しては，透水特性を確保し，埋設トレンチ内を浸

透する雨水等に伴う浸透水量を低減するために，低透水性を考慮した

材料を用いる設計とする。 

(c) 仕様 

ⅰ．透水特性 

遮水シートは，厚さ 1.5 mm 以上の合成ゴム及び合成樹脂系とす

る。 
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第 9 図 表面遮水の設置例 
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第 8 表 表面遮水の主な仕様 

名称 主な仕様 

表面遮水 遮水シート 材料：合成ゴム及び合成樹脂系 

厚さ：1.5 mm 以上 
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５．２．３ 植生 

（１）概要 

最終覆土を侵食から保護するため，最終覆土の上部に芝生・草花で構成

する植生を行う（第 8 図参照）。植生は最終覆土を侵食から保護すること

で，漏出低減機能を保護する機能を有する。 

（２）設計方針 

植生により最終覆土を侵食から保護する設計とする。植生が正常に育つ

ために必要な基盤の条件として保護土層（上層）及び保護土層（下層）の

厚さを考慮し，植生は芝生・草花とする。 

（３）仕様 

植生は，芝生・草花を用いる。 

 

５．３．４ 排水設備 

（１）概要 

排水設備は暗渠排水とし，砕石及び有孔管により構成し，最終覆土の側

部に設置する（第 10 図参照）。 

（２）設計方針 

排水設備を設置することにより，主に最終覆土の排水層を流下する雨水

等を廃棄物埋設地の外に排水する設計とする。暗渠排水の排水量を確保す

るため，通水部には砕石及び有孔管を設置する。 

（３）仕様 

排水設備は暗渠排水とし，砕石及び有孔管を用いる。 
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第 10 図 排水設備の設置例 
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６ その他の設計 

雨水等の浸入を防止するための措置として，放射性廃棄物の受入れを行う

場所の上面には雨水防止テントを，また，最終覆土の設置において表面遮水

を撤去して作業を行う場所には雨養生を設置する。雨水防止テント及び雨養

生を作業時に設置し，雨水等の浸入防止の管理を行う。 

 

６．１ 雨水防止テント 

（１）概要 

雨水防止テントは，テント支柱・梁及び膜材により構成し，放射性廃棄

物の受入れを行う場所の上面に設置する（第 11 図参照）。 

（２）設計方針 

放射性廃棄物の受入れを行う場所への雨水等の浸入を防止するために，

耐水性を考慮した設計とする。 

（３）仕様 

膜材には，耐水性及び耐候性を有するシートを用いる。 
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第 11 図 雨水防止テントの設置例 
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６．２ 雨養生 

（１）概要 

雨養生は，シートにより構成する。雨養生は，最終覆土の設置の際に表

面遮水を撤去してから最終覆土完了までの間，表面遮水を撤去した場所で

の作業中断時に設置する（第 12 図参照）。 

（２）設計方針 

最終覆土の設置において表面遮水を撤去して作業を行う場所への雨水等

の浸入を防止するために，耐水性を考慮した設計とする。 

（３）仕様 

雨養生は，耐水性及び耐候性を有するシートを用いる。 
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第 12 図 雨養生の設置例 
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添 1－1 

１ 廃棄物埋設地の設計の考え方 

本施設は，事業規則に定めるトレンチ処分を行うための施設であり，廃棄

物埋設地は，放射性廃棄物を埋設するためのものであることから，廃棄物埋

設地の設計は，廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出を低減する機能（以

下「漏出低減機能」という。）を有する設計とする必要があり，かつ，廃止措

置の開始後，廃棄物埋設地の保全に関する措置を必要としない状態に移行で

きることが重要である。 

廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出は，廃棄物埋設地に浸入する水に

起因し，廃棄物埋設地に浸入する水としては，地下水と雨水等による浸透水

が想定される。 

地下水の浸入については，埋設トレンチを地下水面より上に設置（不飽和

帯設置）することにより浸入を抑制することとし，雨水等による浸透水の浸

入については，国内外の放射性廃棄物処分場及び国内の産業廃棄物処分場を

参考に，低透水性を有する粘土系材料及び遮水シートにより浸入を抑制する

こととする。 

そのうえで，できるだけ保修に頼らずに漏出低減機能を達成できるように

設計することとする。 

廃棄物埋設地における放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の開始ま

での漏出低減機能に対する設計の考え方を以下に示す。 

 

１．１ 漏出低減機能の設計の考え方 

漏出低減機能は，低透水性を有する粘土系材料を用いた覆土（以下「低透

水性を有する覆土」という。）及び遮水シートの低透水性により達成する設計

とする。 

埋設トレンチは地下水面より上に設置（不飽和帯設置）することから，雨
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水等による浸透水は，埋設トレンチの上方及び側方から浸入することが想定

される。このため，埋設トレンチの上部に低透水性を有する覆土を盛土状に

施工し，その上部に遮水シートを設置するとともに，埋設トレンチの側部に

低透水性を有する覆土を施工することによって，埋設トレンチの上方及び側

方からの浸透水の浸入を低減させる設計とする。なお，漏出低減機能の設計

に当たっては，以下について留意する。 

・低透水性を有する覆土は陥没に対する変形追従性を有すること及び遮水

シートは陥没に対する力学的安定性を有することを考慮する。 

・埋設トレンチの上部の低透水性を有する覆土の施工開始から施工完了ま

での期間は，低透水性を有する覆土及び遮水シートの一部と代替対策に

より埋設トレンチの上方からの浸透水の浸入を低減させる。 

・代替対策は，恒久的なものではないことから，埋設トレンチの上部に設

置する低透水性を有する覆土を施工するまでに撤去することを前提に，

撤去したエリアに雨水等が浸入することを防止する措置を講ずる。 

・代替対策は，低透水性を有する覆土と同程度の低透水性を持たせる。 

 

２ 廃棄物埋設地の基本的考え方 

２．１ 設置位置 

廃棄物埋設地の設置位置選定に当たっては，以下のことに配慮した。 

（１）第二種埋設許可基準規則第三条を受け，廃棄物埋設地は，以下に示す事

項に適合する地盤に設置する。 

・自重及び操業時の荷重等に加え，耐震重要度の分類に応じて算定する

地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を

有する地盤とする。 

・地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み，液
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状化及び揺すり込み沈下による周辺地盤の変状による影響が無い。 

・将来活動する可能性のある断層等（支持地盤まで変位及び変形が及ぶ

地すべり面を含む）の露頭がなく，変位が生じるおそれがない。 

（２）第二種埋設許可基準規則第五条を受け，津波による遡上波が到達しない

十分高い場所に設置する。なお，津波による遡上波が到達する高さにある

場合には，遡上波によって安全機能を損なうおそれがない設計とする。 

（３）廃棄物埋設地の直下を通過した地下水が，海に流れる場所に設置する。 

（４）侵食抵抗性の観点から海岸から離して設置する。 

これらを考慮した結果として，廃棄物埋設地は東海発電所及び東海第二発

電所の周辺監視区域内の北西部に位置している。 

 

３ 技術要件における考え方 

３．１ 低透水性覆土及び側部低透水性覆土の低透水性 

十分な低透水性を有することを達成するため，埋設トレンチの上部に設置

する低透水性を有する覆土（以下「低透水性覆土」という。）及び埋設トレン

チの側部に設置する低透水性を有する覆土（以下「側部低透水性覆土」とい

う。）は，設計透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）及び設計厚さ（低透水性覆

土：1 m 以上，側部低透水性覆土：0.8 m 以上）を確保するものとする。 

砂とベントナイト（クニゲルＵ相当）を使用したベントナイト混合土で構

成される低透水性覆土及び側部低透水性覆土を対象に，設計透水係数を満足

して施工できる見込みがあることの検証結果及びそのための品質管理方法

（案）を添付資料 2「第二種埋設許可基準解釈第１３条第１項に関する補足

説明」に示す。添付資料 2 において，ベントナイト混合土の透水係数を確認

する指標として選定した有効モンモリロナイト乾燥密度をパラメトリックス

タディした透水試験（地盤工学会基準ＪＧＳ 0312-2018 に準拠）によって得
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られた有効モンモリロナイト乾燥密度と透水係数の関係を第 1 図に示す。 

第 1 図より，有効モンモリロナイト乾燥密度に対する透水係数のばらつき

を考慮した平均＋3σの品質管理線において，有効モンモリロナイト乾燥密

度について 0.252 Mg／m３以上とすれば，設計透水係数 1.0×10－１０ m／s 以

下を確保できると考えられる。 

 

第 1 図 有効モンモリロナイト乾燥密度と透水係数の関係（下限値） 

 

４ 放射性廃棄物，埋設の方法等 

廃棄物埋設地の設計及び評価の前提となる放射性廃棄物，埋設の方法等に

ついて以下に示す。 

４．１ 埋設する放射性廃棄物 

廃棄物埋設地に埋設する放射性廃棄物は，東海発電所から発生する固体状

の放射性廃棄物であって，中性子線の作用により放射化されたもの，原子炉

冷却材等で汚染されたもの又はその両方を含むものである。 
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放射性廃棄物の種類は，これらの汚染形態に応じて分類された金属類及び

コンクリート類であり，容器等に収納又はこん包されたものである（第 1 表

参照）。 

 

第 1 表 廃棄物を収納する容器等のイメージ 

放射性 

廃棄物 
金属類 

コンクリート類 

コンクリート 

ガラ 

コンクリート 

ブロック 

容器等の 

イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄箱 

 

 

 

 

 

 

 

プラスチックシート 

容器等の 

材質 
炭素鋼 ポリエチレン等 

容器等の 

寸法（m）
約 1.4×約 1.4×約 0.9 約 0.7×約 0.9×約 0.9 

 

これらの放射性廃棄物は，事業規則の別表第二の上欄に掲げる放射性物質

についての放射能濃度がそれぞれ同表の下欄に掲げる放射能濃度を超えない

ものであって，事業規則第八条第 1 項第二号イ，同条第 1 項第二号ロ（２）

及び同条第 3 項に定めるコンクリート等廃棄物に係る技術上の基準に適合す

るものである。また，本施設における受入れ上の要件を踏まえ，以下の仕様

を満たすものである。 

（１）金属類及びコンクリートガラ 

廃棄物埋設地に埋設する放射性廃棄物のうち金属類及びコンクリートガ
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ラは，埋設するまでの放射性物質の飛散防止のため，放射性廃棄物を収納

する容器（以下「鉄箱」という。）に収納するとともに，鉄箱内の空隙によ

る廃棄物埋設地の陥没防止対策として，鉄箱内に残る空隙部に砂を充 し

たものであること。 

ａ．鉄箱 

鉄箱は，炭素鋼等を用いた金属製の容器であること。 

ｂ．砂充 方法 

鉄箱内に砂を充 し，鉄箱内に有害な空隙が残らないよう処置するこ

と。 

（２）コンクリートブロック 

廃棄物埋設地に埋設する放射性廃棄物のうちコンクリートブロックは，

埋設するまでの放射性物質の飛散防止のため，難燃性のプラスチックシー

トによりこん包したものであること。 

（３）共通事項 

ａ．表面汚染密度限度 

放射性廃棄物を収納又はこん包した容器等の表面汚染密度がアルファ

線を放出する放射性物質は 0.4 Bq／cm２，アルファ線を放出しない放射

性物質は 4 Bq／cm２を超えないものであること。 

ｂ．表面線量当量率 

300μSv／h を超えないものであること。 

 

４．２ 主要な放射性物質の種類 

廃棄物埋設地に埋設する放射性廃棄物の主要な放射性物質の種類は以下

の第 2 表のとおりである。 
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第 2 表 金属類及びコンクリート類の主要な放射性物質の種類 

放射性廃棄物 
種類 

主要な放射性物質の種類 

金属類 
Ｈ－3,Ｃ－14,Ｃｌ－36,Ｃｏ－60,Ｓｒ－90, 
Ｃｓ－137，全α 

コンクリート類 
Ｈ－3,Ｃ－14,Ｃｌ－36,Ｃａ－41，Ｃｏ－60,Ｓｒ－90, 
Ｃｓ－137，Ｅｕ－152，Ｅｕ-154，全α 

 

４．３ 第二種廃棄物埋設の方法 

廃棄物埋設地において行う放射性廃棄物の埋設は，放射性廃棄物の定置，

土砂の充 ・覆土を繰り返して行い，それぞれ以下のとおり行う。 

なお，これらの作業は，事業所周辺の公衆，放射線業務従事者及び管理区

域以外の人が立ち入る場所に滞在する者の受ける外部放射線に係る線量の

低減を考慮しながら行う。 

（１）放射性廃棄物の定置 

放射性廃棄物の定置に先立ち，埋設する区画に雨水防止テントを設置し，

雨水等の浸入を防止する。なお，埋設する区画内に水が溜まっている場合

には排水を行う。 

放射性廃棄物は，門型クレーンにより 1 体ずつ所定の位置に定置する。

定置は，1 区画 1 段ごとに行い，段数は 3 段とする。 

放射性廃棄物の定置に当たっては，金属類（アルミニウムを含む。）とコ

ンクリート類を同一の区画に定置しないものとする。また，表面線量当量

率が 10μSv／h を超える放射性廃棄物は，1 段目（最下段）に定置する。 

なお，コンクリート類の放射性廃棄物は，側部低透水性覆土の低透水性

に影響が生じないよう，側部低透水性覆土と離隔をとって定置する。 
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（２）土砂の充 ・覆土 

放射性廃棄物を区画内に 1 段分の規定数定置後，放射性廃棄物間の間隙

及び放射性廃棄物と側部低透水性覆土又は仕切板間の間隙に充 砂を充 

するとともに，放射性廃棄物の上面には土砂を締め固めながら 0.2 m 以上

の中間覆土を施工する。 

なお，側部低透水性覆土は各区画の西側埋設トレンチ又は東側埋設トレ

ンチの最外周に位置する側部に施工する。 

これを 2 段目まで繰り返し，3 段目となる最上段の放射性廃棄物の上面

については，土砂を締め固めながら 0.5 m 以上の中間覆土を施工する。各

区画の最上段の中間覆土の設置後，最上段の中間覆土の上に基礎材の一部

を施工した後，基礎材のうち地上面より上の部分を設置するまでの間は，

基礎材の上部に表面遮水を設置する。 

西側埋設トレンチ又は東側埋設トレンチへの埋設が終了した後，表面遮

水を撤去し，基礎材のうち地上面より上の部分を施工し，基礎材の上に低

透水性覆土を施工するとともに，低透水性覆土の上部に遮水シートを設置

する。 

なお，表面遮水を撤去した範囲については，最終覆土の完了までの間，

作業中の期間を除き，雨養生を設置する。 

西側埋設トレンチ又は東側埋設トレンチの遮水シート設置後，遮水シー

トの上部に最終覆土のうち排水層，フィルタ層，保護土層（下層）及び保

護土層（上層）を施工するとともに，最終覆土の表面には植生を行う。 

なお，最終覆土は，2.0 m 以上の厚さが確保されるように施工する。 

 

４．４ 廃止措置の開始までの段階的な管理の計画 

廃棄物埋設地は，廃止措置の開始までの段階的な管理を確実に行うため，
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事業規則に基づく埋設保全区域を設定するとともに，放射性廃棄物の種類，

放射性廃棄物の受入れを開始した日及び全ての放射性廃棄物を埋設し，最終

覆土の施工を完了した（以下「埋設の終了」という。）日並びに保安のための

注意事項を表示した立て札を設け，保全に関する措置を講じる。また，原子

炉等規制法に基づく保全の措置の終了時期を設定するとともに，放射線防護

の観点から敷地内の居住を禁止し，放射能の減衰に応じた第二種廃棄物埋設

についての保安のために講ずべき措置を行う。 

放射能の減衰に応じた第二種廃棄物埋設についての保安のために講ずべき

措置とは，本施設において，公衆の受ける線量を合理的に達成できる限り低

く抑えるため，埋設した放射性廃棄物の放射能が時間経過に伴い減衰するこ

とによって，生活環境に及ぼす影響が安全上支障のない状態になるまで，廃

棄物埋設地に設置したバリアの施工状況や放射能の減衰に応じて廃棄物埋設

地を段階的に管理することをいう。 

また，事業規則に基づき実施する定期的な評価等では，本施設の廃止措置

の認可を受ける日までの 10 年を超えない期間ごと及び放射能の減衰に応じ

た第二種廃棄物埋設についての保安のために講ずべき措置を変更しようとす

るときに最新の技術的知見を踏まえて，核燃料物質等による放射線被ばくの

管理に関する評価を行う。 

（１）埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から埋設の終了まで 

当該期間は，人工バリアにより廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出

を低減するとともに，天然バリアにより放射性物質の移動を抑制する段階

である。また，この段階では周辺監視区域境界付近における外部放射線に

係る線量の監視及び測定，本施設の巡視及び点検並びに地下水中の放射性

物質の濃度測定により廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出の状況を確

認する。 
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この段階における保安のために必要な措置は以下のとおりである。 

ａ．周辺監視区域及び埋設保全区域を設定する。 

ｂ．周辺監視区域境界付近における本施設からの直接ガンマ線及びスカイ

シャインガンマ線の線量並びに地下水中の放射性物質の濃度を監視及び

測定する。 

ｃ．廃棄物埋設地からの放射性物質の漏えいを監視し，異常な漏えいがあ

ったと認められた場合には，放射性物質の異常な漏えいを防止するため

に必要な措置を講じる。 

ｄ．定期的に本施設の巡視及び点検を行い，必要に応じて覆土及び表面遮

水を修復する。 

ｅ．定期的な評価等に必要なデータを取得するため，人工バリアの漏出低

減機能，天然バリアの放射性物質の移動を抑制する機能に影響を及ぼす

廃棄物埋設地及びその地下水の状況等を監視及び測定し，必要に応じて

廃棄物埋設地の保全に関する措置を講じる。 

（２）埋設の終了から廃止措置の開始まで 

当該期間は，継続して人工バリアにより廃棄物埋設地の外への放射性物

質の漏出を低減するとともに，天然バリアにより放射性物質の移動を抑制

する段階である。 

この段階では引き続き事業所及びその境界付近における外部放射線に係

る線量の監視及び測定，本施設の巡視及び点検並びに地下水中の放射性物

質の濃度測定により廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出の状況を確認

する。 

この段階の終了予定時期は，廃棄物埋設地の保全に関する措置を必要と

しない状態に移行する時期とし，埋設の終了後 50 年程度とする。 

ここで「廃棄物埋設地の保全に関する措置を必要としない状態」とは，
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次に掲げる各シナリオにおける廃止措置の開始後の評価結果が，それぞれ

の基準を満たすものであることをいう。 

・公衆が被ばくするまでの主要な放射性物質の経路について最も可能性

が高いものを選定し，人工バリア及び天然バリアの状態に係るパラメ

ータは最も可能性が高い設定とする自然事象シナリオで評価される公

衆の受ける線量が 10μSv／y を超えないこと。 

・公衆が被ばくするまでの主要な放射性物質の経路について科学的に合

理的な範囲において最も厳しいものを選定し，人工バリア及び天然バ

リアの状態に係るパラメータは，科学的に合理的な範囲における組み

合わせのうち最も厳しい設定とする自然事象シナリオで評価される公

衆の受ける線量が 300μSv／y を超えないこと。 

・自然事象シナリオ以外の廃棄物埋設地の掘削を伴う土地利用を考慮し

たシナリオで評価される公衆（廃棄物埋設地の掘削を行う者及び掘削

された廃棄物埋設地の土地利用を行う者に限る。）の受ける線量が 300

μSv／y を超えないこと。 

この段階における保安のために必要な措置は以下のとおりである。 

ａ．埋設保全区域を継続して設定する。 

ｂ．周辺監視区域境界付近における本施設からの直接ガンマ線及びスカイ

シャインガンマ線の線量及び地下水中の放射性物質の濃度を監視及び測

定する。 

ｃ．廃棄物埋設地からの放射性物質の漏えいを監視し，異常な漏えいがあ

ったと認められた場合には，放射性物質の異常な漏えいを防止するため

に必要な措置を講じる。 

ｄ．定期的に本施設の巡視及び点検を行い，必要に応じて覆土を修復する。 

ｅ．周辺監視区域廃止後は，公衆が敷地内へ立ち入る可能性があるため，
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放射線防護の観点から，地表面の掘削を制限する。また，周辺環境にお

ける本施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の線量を測

定し，公衆の受ける線量が，線量告示に定められた周辺監視区域外の線

量限度以下であることを確認する。 

なお，地下水中の放射性物質の濃度の監視及び測定においては，地下

水採取孔から地下水を定期的に採取し，地下水中の放射性物質の濃度を

測定し，線量告示に示されている周辺監視区域外における水中の濃度限

度以下であることを確認する。 

ｆ．定期的な評価等に必要なデータを取得するため，人工バリアの漏出低

減機能，天然バリア（廃棄物埋設地周辺の地盤）の廃棄物埋設地の外に

漏出した放射性物質の移動を抑制する機能に影響を及ぼす廃棄物埋設地

及びその地下水の状況等を監視及び測定し，必要に応じて廃棄物埋設地

の保全に関する措置を講じる。 

 

４．５ 埋設保全区域 

埋設保全区域は，事業規則に基づき，廃棄物埋設地の保全のために特に管

理を必要とする場所であって，管理区域以外のものを埋設保全区域として定

める。埋設保全区域は，廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出の低減のた

め，保全を行う必要のある区域とする。 

なお，埋設保全区域を明らかに他の場所と区別するため，標識を設ける等

の措置を講じる。 

 

５ 雨水等が浸入することを防止する措置 

放射性廃棄物の受入れの開始から埋設の終了までの各段階において，作業

に伴う漏出低減機能の一時的な空白が生じることによる埋設トレンチへの雨
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水等の浸入が想定されることから，雨水等が浸入することを防止する措置に

より，時間的及び空間的な空白を設けずに雨水等の浸入を抑制・防止する。 

放射性廃棄物の受入れを行っている区画には，事業規則に基づき，放射性

廃棄物の埋設時において雨水等が浸入することを防止する措置として，雨水

防止テントを設置する。放射性廃棄物の受入れを行っている区画は，雨水防

止テントにより雨水等の浸入を防止するため，廃棄物埋設地の外への放射性

物質の漏出は防止される。 

また，表面遮水を撤去したエリアにおいては，当該エリアの最終覆土の完

了までの間，作業中の期間を除き雨養生を設置する。雨養生については，事

業規則の要求はないものの，雨水防止テントと同様に，埋設トレンチ内への

雨水等の浸入を防止する。 

雨水防止テントの設置イメージを第 2 図に，雨養生の設置イメージを第 3

図に示す。 
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第 2 図 雨水防止テント設置イメージ図 

  

門型クレーン
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第 3 図 雨養生設置イメージ図 
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６ パイピングを防止する措置 

廃棄物埋設地では，雨水等は主に保護土層（上層）に浸透し，浸透水の大

部分は，保護土層（下層）及びフィルタ層を通過して排水層に浸透する。こ

の際，フィルタ層は，保護土層（下層）の土粒子よりも粒径が大きい砕石を

用いるため，保護土層（下層）の土粒子がフィルタ層に流出し，保護土層（下

層）の下部が削れる現象（以下「パイピング」という。）が発生する可能性が

ある。嘉門雅史監訳（2004）（１）では，パイピング予防及び透水性維持のため

に以下の基準が定められている。 

	 	 	 （フィルター）/	 	 	 （表土層） ൏ 4~5 （パイピング予防） 

	 	 	 （フィルター）/	 	 	 （表土層）  4~5 （透水性維持） 

ここで，「	 	 	 （フィルター）」は，乾燥重量で 15％だけがふるいを通過する

フィルタ層の粒径（通過質量百分率 15％における粒径），「	 	 	 （表土層）」

は，乾燥重量で 85％だけがふるいを通過する保護土層（下層）の粒径（通過質

量百分率 85％における粒径），また，「	 	 	 （表土層）」は，乾燥重量で 15％

だけがふるいを通過する保護土層（下層）の粒径（通過質量百分率 15％におけ

る粒径）である。このため，フィルタ層の材料については，保護土層（下層）

の「	 	 	 （表土層）」及び「	 	 	 （表土層）」を踏まえて，上記の基準を満たす

粒径の材料を選定する。 

なお，排水層についても，フィルタ層と同様の方針で材料を選定する。 
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１ 覆土に対する要求性能 

覆土の要求性能及び設計要件を第 1 表に示す。 

 

１．１ 低透水性覆土及び側部低透水性覆土の漏出低減機能に係る技術要件及

び設計項目 

漏出低減機能は，廃棄物埋設地の放射性廃棄物の埋設が完了した区画内を

通過する雨水等に伴う浸透水量を低減することである。 

放射性廃棄物の埋設が完了した区画内を通過する浸透水量（通過流量）は，

覆土のうち低透水性覆土，側部低透水性覆土及び遮水シートの透水特性によ

って影響を受けることから，低透水性覆土，側部低透水性覆土及び遮水シー

トに対する技術要件は透水特性（低透水性）であり，その設計項目は，材質，

透水係数及び厚さである。 

低透水性覆土及び側部低透水性覆土の漏出低減機能については，長期にわ

たり機能を維持する必要があるため，透水係数，厚さの変化に影響を及ぼす

要因について抽出する。長期状態において低透水性覆土及び側部低透水性覆

土の透水特性に影響を及ぼす要因とその機構を第 2 表に示す。影響要因の抽

出については，周辺土壌などの外部環境も含めた施設の構成及び影響要因の

相互作用を網羅的に考慮する（影響要因の抽出・分析結果については，「東海

低レベル放射性廃棄物埋設事業所 第二種廃棄物埋設事業許可申請 第二種

廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第十三条（ピット

処分又はトレンチ処分に係る廃棄物埋設地）第 1 項第三号及び第四号への適

合性について 廃棄物埋設地の状態設定（影響事象分析）」を参照）。抽出し

た要因は，廃棄物埋設地に埋設した放射性廃棄物の容器内に残存する空隙に

起因する陥没に伴う，乾燥密度の変化である。低透水性覆土及び側部低透水

性覆土の技術要件は，これらの要因に対する機能維持特性（変形追従性）で
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あり，その設計項目は透水係数及び厚さである。 

 

１．２ 低透水性覆土及び側部低透水性覆土の漏出低減機能に係る設計要件 

低透水性覆土及び側部低透水性覆土の設計項目である透水係数及び厚さに

ついては，各部位が要求性能を満足するための設計要件を設定する。 

低透水性覆土及び側部低透水性覆土の技術要件のうち，低透水性について

は，十分な低透水性を有することを達成するため，設計透水係数     

（1.0×10－１０ m／s 以下）及び設計厚さ（低透水性覆土：1 m 以上，側部低

透水性覆土：0.8 m 以上）を確保するものとする。 
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第 2 表 低透水性覆土及び側部低透水性覆土の透水特性に影響を及ぼす要因と

その機構 

設計 

項目 
長期状態における影響要因 影響機構 

要求性能 

（技術要件）

透水 

係数 

乾燥密

度の変

化 

力学的

影響 

容器内に

残存する

空隙 

容器内の空隙に起因す

る陥没により，低透水

性覆土及び側部低透水

性覆土の変位に伴う透

水性が変化した領域の

発生。 

変形追従性 

厚さ 

 

  



 

添 2－5 

２ 低透水性覆土材料の検討 

低透水性覆土及び側部低透水性覆土（以下併せて「低透水性覆土」という。）

に要求される低透水性を満足するベントナイト混合土の材料を検討する。 

 

２．１ 透水係数の代替指標の仮設定 

低透水性覆土の設計項目である透水係数は，透水試験により確認するには

数ヶ月の試験期間が必要となることから，低透水性覆土の施工後速やかに確

認可能な代替指標を用いて確認する方針とする。 

放射性廃棄物処分における透水係数の代表的な代替指標に関する考え方を

第 1 図に示す。第 1 図のとおり，ベントナイト混合率や膨潤性（モンモリロ

ナイト）を考慮した透水係数の代替指標として，有効モンモリロナイト乾燥

密度又は有効モンモリロナイト湿潤密度が用いられており，第 2 図に示すと

おり，既往文献（１）において透水係数との相関が確認されている。 

ここで，既往文献（１）における代替指標と透水係数の相関は様々な材料及

び条件において実施した試験結果の平均的な傾向であることから，一定条件

下において代替指標により低透水性覆土の透水性を確認するためには，低透

水性覆土に用いる材料の選定及び材料配合，締固め特性等の材料特性を考慮

して相関を確認し，適用性を判断する必要がある。 

実際の施工で用いる代替指標については，選定した材料を用いた室内試験

の結果を踏まえて設定するが，材料選定の段階においては，締固め特性に係

る初期含水比が不明であることを踏まえ，初期含水比に依存しない有効モン

モリロナイト乾燥密度を仮の代替指標として設定する。 
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第 1 図 透水係数の代表的な代替指標 
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第 2 図 代替指標と透水係数の関係（既往文献）（１） 
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２．２ ベントナイト混合率及びモンモリロナイト含有率の目安値の設定 

既往文献（１）から，要求性能を満足するベントナイト混合率及びモンモリ

ロナイト含有率の目安値を設定する。 

（１）有効モンモリロナイト乾燥密度の算定方法 

有効モンモリロナイト乾燥密度は，下式で示される。 

	 	 	 ൌ
	 	 	 	 	

100 	 ሺ100 	 	 	 ሻ
	 	
	 	 	

 

ここで， 

	 	 ൌ
	 	 ሺ100 	 	 	 ሻ

100 	
	 	・	 	
	 	

 

	 	 	  ：有効モンモリロナイト乾燥密度（Mg／m３） 

	 	  ：有効粘土乾燥密度（Mg／m３） 

	 	  ：モンモリロナイト含有率（％） 

	 	 	  ：随伴鉱物の土粒子密度（Mg／m３） 

	 	  ：乾燥密度（Mg／m３） 

	 	  ：骨材の土粒子密度（Mg／m３） 

	 	  ：骨材混合率（％） 

（２）目標透水係数を満足するベントナイト混合率及びモンモリロナイト含有

率の検討 

第 2 図に示すＮａ型ベントナイトの有効粘土乾燥密度及び有効モンモリ

ロナイト乾燥密度と透水係数の関係に，目標透水係数 1.0×10－１０ m／s 以

下となる有効粘土乾燥密度及び有効モンモリロナイト乾燥密度を加筆した

ものを第 3 図及び第 4 図に示す。第 3 図及び第 4 図から，目標透水係数 

1.0×10－１０ m／s 以下となる有効粘土乾燥密度 0.6 Mg／m３以上，有効モ

ンモリロナイト乾燥密度は 0.25 Mg／m３以上となることから，パラメトリ
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ックスタディ（以下「パラスタ」という。）により目標透水係数におけるベ

ントナイト混合率及びモンモリロナイト含有率の関係を整理し，ベントナ

イト混合率及びモンモリロナイト含有率を設定する。 

有効粘土乾燥密度の算定式に，既往試験を参考にした固定値として，乾

燥密度 1.8 Mg／m３，骨材の土粒子密度 2.7 Mg／m３を入力し，有効粘土乾

燥密度とベントナイト混合率の関係を求めた（第 5 図参照）。 

これより，有効粘土乾燥密度 0.6 Mg／m３となるベントナイト混合率は

14.5％≒15％となる。 

さらに，有効モンモリロナイト乾燥密度の算定式に，目標透水係数  

1.0×10－１０ m／s 以下でベントナイト混合率 15％以上となる有効粘土乾

燥密度 0.6 Mg／m３以上，固定値として，随伴鉱物の土粒子密度を    

2.7 Mg／m３で入力し，有効モンモリロナイト乾燥密度とモンモリロナイト

含有率の関係を求めた（第 6 図参照）。 

これより，有効モンモリロナイト乾燥密度 0.25 Mg／m３以上となるモン

モリロナイト含有率は 35％（メチレンブルー溶液吸着量（以下「ＭＢＣ」

という。）換算：150×0.35＝52.5 mmol／100 g）以上となる。 

ここで，モンモリロナイト 100％時のＭＢＣ値は，140 mmol／100 g～ 

150 mmol／100 g であるため，保守的な値として 150 mmol／100 g（クニ

ピアＦ※）を用いた。 

※クニゲルＶ１と同鉱床のベントナイトを水簸により精製した製品 

Ｎａ型ベントナイトの有効粘土乾燥密度及び有効モンモリロナイト乾燥

密度と透水係数の関係から，ベントナイト混合率及びモンモリロナイト含

有率の目安値を第 3 表のとおり設定する。 
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第 3 表 ベントナイト混合率及びモンモリロナイト含有率の目安値 

ベントナイト混合率 15％以上 

モンモリロナイト含有率 35％以上 

 

 

第 3 図 有効粘土乾燥密度と透水係数の関係 

 

 

第 4 図 有効モンモリロナイト乾燥密度と透水係数の関係 
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第 5 図 有効粘土乾燥密度とベントナイト混合率の関係のパラスタ 

 

 

第 6 図 有効モンモリロナイト乾燥密度とモンモリロナイト含有率の関係の 

パラスタ（ベントナイト混合率 15％の場合） 

 

  

Dc：締固め度（C 法） 
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２．３ 材料の選定 

モンモリロナイト含有率の目安に適合するベントナイト及び要求性能を満

足する見通しのある母材を選定する。 

（１）ベントナイト 

候補材料としたベントナイト（クニゲルＵ）の特性値（モンモリロナイ

ト含有率，陽イオン交換容量，浸出陽イオン量）を第 4 表及び第 5 表に示

す。 

ベントナイト（クニゲルＵ）の特性値を確認し，モンモリロナイト含有

率の目安値に対してモンモリロナイト含有率 50％を確保していることか

ら，候補材料が要求性能を満たす見通しがあることを確認した。 

また，ベントナイト（クニゲルＵ）の特性値の透水性への影響について，

多数の施工実績を有するクニゲルＶ１と比較した結果，透水性能に差はな

く，候補材料が要求性能を満たす見通しがあることを確認した（「別紙 ベ

ントナイトの種類の違いによる性能比較について」参照）。 

 

第 4 表 ＭＢＣ測定結果 

サンプル名 測定 

ＭＢＣ 
モンモリロナイ

ト含有率※ 

（mmol／100 g） （％） 

クニゲルＵ 

1 回目 71 

50 
2 回目 69 

3 回目 69 

平均値 70 

※クニゲルＵを水簸（すいひ）した試料（モンモリロナイト含有率 100％）
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のＭＢＣ138 mmol／100 g≒140 mmol／100 g に対する割合 

 

第 5 表 陽イオン交換容量（ＣＥＣ）及び浸出陽イオン量（ＬＣ：ＳＦＳＡ

改良法）測定結果 

サンプル名

ＣＥＣ ＬＣ （meq／100 g） 

（meq／100 g） Ｎａ＋ Ｋ＋ Ｍｇ２＋ Ｃａ２＋ Total

クニゲルＵ 68.1 54.0 0.5 0.6 13.1 68.2 

 

（２）母材 

母材の候補材料とした洗砂（久慈川砂）について，粒度分布のばらつき

によるベントナイト混合土の透水性への影響が考えられることから，試験

を行うことによりその影響を確認した。 

粒度分布において想定されるばらつきの上下限（ＪＩＳ A 5005：2020

を参考に設定）に調整した候補材料（久慈川砂）及び平均（標準）の粒度

分布に調整した候補材料（久慈川砂）を母材として製造したベントナイト

混合土で透水係数を確認し，設計透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）を満

足すること及び粒度分布の上下限で透水性に有意な差がないことを確認し

た（「３．１ 室内試験」参照）。 

したがって，候補材料（久慈川砂）は，粒度分布が規定範囲内（要求性

能を満足する上下限の範囲内）であることを確認することで，要求性能を

満たす見通しがあることを確認した。候補材料（久慈川砂）に対して粒度

分布の上下限（最大・最小）及び平均（標準）で実施した粒度試験結果を

第 7 図に示す。 



 

添 2－14 

 

第 7 図 粒度試験結果
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３ 低透水性覆土に対する要求性能（低透水性）の実現性 

低透水性覆土に求められる要求性能は低透水性であり，その設計項目は透

水係数と厚さである。 

低透水性覆土の品質は，使用材料，製造方法又は施工方法によらず施工時

において要求性能（設計透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下））及び設計厚さ

（低透水性覆土：1 m 以上，側部低透水性覆土：0.8 m 以上）を確保すること

により管理する。 

設計項目のうち，透水係数については，低透水性覆土に砂（洗砂）とベン

トナイト（クニゲルＵ相当）を使用したベントナイト混合土で構成する計画

であることから，この材料において設計透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）を

確保できることの見通しを得ておく必要がある。 

計画している材料を用いたベントナイト混合土において目標とする性能

（透水係数）を確保できることの見通しを得るために実施した事項の概要を

以下に示す。 

なお，実際の施工において低透水性覆土に使用する材料が今回使用したも

のと異なる場合，今回得られた知見（ベントナイト混合土施工時の設計値等）

を適用することが難しくなるため，実際の施工に用いる材料を使用し，同様

なプロセスにより，低透水性覆土の設計透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）

を確保できる見込みがあることを確認する必要がある。 
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３．１ 室内試験 

「２．２ ベントナイト混合率及びモンモリロナイト含有率の目安値の設

定」にて設定したベントナイト混合率の目安値を基に室内試験※を実施し，ベ

ントナイト混合土の代替指標と透水係数の関係を把握することで，透水係数

を推定可能な代替指標を設定する。 

※ 第 493 回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合（2023 年 9 月

4 日）資料 2-2 で示した試験データに対し，試験条件を改善した試験を行

い，データを更新した。 

（１）ばらつきを考慮した透水試験ケース設定 

代替指標を用いた品質管理においては，代替指標である有効モンモリロ

ナイト乾燥密度又は有効モンモリロナイト湿潤密度と透水係数の推定式が

必要となる。また，実際の施工においては低透水性覆土の品質にばらつき

が生じるため，これらを内挿して評価出来るよう代替指標の分布を設定す

る必要がある。ここでは，ベントナイト（クニゲルＵ）の品質（納入時）

を除いた，材料製造時及び施工時（転圧）のばらつきを考慮して，代替指

標を構成するパラメータを設定する。 

既往試験結果を踏まえた，各パラメータの範囲を以下に示す。 

 締固め度（Ｃ法）：90％，95％，100％ 

 初期含水比：Ｗｏｐｔ
※～Ｗｏｐｔ＋4％ 

※最適含水比 

 ベントナイト混合率：13％～19％ 

上記に加え，「２．３ 材料の選定」にて設定した母材の粒度分布のばら

つきによる影響を考慮した試験を実施する。 

 母材粒度分布のばらつきの最大，最小 
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上記パラメータを考慮して透水試験（地盤工学会基準ＪＧＳ 0312-2018

に準拠）を実施する。設定した試験ケースを第 6 表に示す。 

 

第 6 表 透水試験の試験ケース一覧 

 

 

（２）透水試験結果 

母材（久慈川砂）の粒度，締固め度，含水比及びベントナイト混合率を

パラメータとした試験ケースにおける透水試験結果を第 7 表に示す。全ケ

ースにおいて透水係数は 10－１１ m／s 若しくは 10－１２ m／s オーダーであ

る。 

今回の試験に使用したベントナイト（クニゲルＵ）のＭＢＣ平均値は 73 

mmol／100 g，クニゲルＵ水簸品のＭＢＣ：138 mmol／100 g≒140 mmol／

Case 乾燥密度 含水比 ベントナイト混合率 設定乾燥密度 設定含水比

No. ρd（Mg/m3) W （％） (Mg/m3) （％）

1 標準 ρdmax×90% Wopt+0% 13.0 1.798 10.4

2 標準 ρdmax×90% Wopt+0% 15.0 1.798 10.4

3 標準 ρdmax×90% Wopt+0% 17.0 1.798 10.4

4 標準 ρdmax×90% Wopt+2% 13.0 1.750 12.4

5 標準 ρdmax×90% Wopt+2% 15.0 1.750 12.4

6 標準 ρdmax×90% Wopt+2% 17.0 1.750 12.4

7 標準 ρdmax×90% Wopt+4% 13.0 1.681 14.4

8 標準 ρdmax×90% Wopt+4% 15.0 1.681 14.4

9 標準 ρdmax×90% Wopt+4% 17.0 1.681 14.4

10 標準 ρdmax×100% Wopt+0% 13.0 1.998 10.4

11 標準 ρdmax×100% Wopt+0% 15.0 1.998 10.4

12 標準 ρdmax×100% Wopt+0% 17.0 1.998 10.4

13 標準 ρdmax×100% Wopt+2% 13.0 1.944 12.4

14 標準 ρdmax×100% Wopt+2% 15.0 1.944 12.4

15 標準 ρdmax×100% Wopt+2% 17.0 1.944 12.4

16 標準 ρdmax×100% Wopt+4% 13.0 1.868 14.4

17 標準 ρdmax×100% Wopt+4% 15.0 1.868 14.4

18 標準 ρdmax×100% Wopt+4% 17.0 1.868 14.4

19 標準 ρdmax×95% Wopt+2% 13.0 1.847 12.4

20 標準 ρdmax×95% Wopt+2% 15.0 1.847 12.4

21 標準 ρdmax×95% Wopt+2% 17.0 1.847 12.4

22 標準 ρdmax×95% Wopt+2% 19.0 1.847 12.4

23 最大 ρdmax×95% Wopt+2% 15.0 1.847 12.4

24 最小 ρdmax×95% Wopt+2% 15.0 1.847 12.4

母材粒度
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100 g より，モンモリロナイト含有率を 52.1％とする。これより，有効モ

ンモリロナイト乾燥密度及び有効モンモリロナイト湿潤密度と透水係数の

関係を整理する。有効モンモリロナイト乾燥密度及び有効モンモリロナイ

ト湿潤密度は下式で表される。 

 

【有効モンモリロナイト乾燥密度：ρem】 

	 	 	 ൌ
100 ሺ100 ሻ 	

	

 
 

ここで， 

			 	  ：有効粘土乾燥密度（Mg／m３） 

   	 	 ：モンモリロナイト含有率（％） 

   	 	 	 ：随伴鉱物の土粒子密度（Mg／m３）＝2.81 Mg／m３（２） 

	 	 ൌ
	 	 ሺ100 ሻ

100 	 	
 

 

ここで， 

			 	  ：乾燥密度（Mg／m３） 

   	 	  ：骨材混合率（％） 

   	 	  ：骨材の土粒子密度（Mg／m３）＝2.677 Mg／m３ 

 

【有効モンモリロナイト湿潤密度：ρemt】 

	 	 	 	 ൌ 	 	 	 

100
100 	

100 ሺ100 ሻ
	

 
 

ここで， 

			 	 	：有効粘土乾燥密度（Mg／m３） 

   	 	  ：モンモリロナイト含有率（％） 
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   	 	 	 ：随伴鉱物の土粒子密度（Mg／m３）＝2.81 Mg／m３（２） 

   w ：初期含水比（－） 

 

第 7 表 透水試験結果 

 

第 8 図に第 7 表及び既往の透水試験結果から整理した有効モンモリロナ

イト乾燥密度と透水係数（常用対数透水係数（以下「対数透水係数」とい

う。））の関係を，第 9 図に第 8 図と同様に整理した有効モンモリロナイト

湿潤密度と透水係数（対数透水係数）の相関関係を示す。 

なお，図中には，試験結果のばらつきを考慮し，近似式と試験値の差を

評価して平均＋3σ の品質管理線を設定した。 

Case 乾燥密度 含水比 ベントナイト混合率 透水係数

No. ρd（Mg/m3) W （％） (m／s)

1 標準 ρdmax×90% Wopt+0% 13.0 1.06×10
-11

2 標準 ρdmax×90% Wopt+0% 15.0 1.06×10
-11

3 標準 ρdmax×90% Wopt+0% 17.0 8.40×10
-12

4 標準 ρdmax×90% Wopt+2% 13.0 1.87×10
-11

5 標準 ρdmax×90% Wopt+2% 15.0 1.09×10
-11

6 標準 ρdmax×90% Wopt+2% 17.0 9.54×10
-12

7 標準 ρdmax×90% Wopt+4% 13.0 2.76×10
-11

8 標準 ρdmax×90% Wopt+4% 15.0 1.74×10
-11

9 標準 ρdmax×90% Wopt+4% 17.0 9.41×10
-12

10 標準 ρdmax×100% Wopt+0% 13.0 3.44×10
-12

11 標準 ρdmax×100% Wopt+0% 15.0 2.47×10
-12

12 標準 ρdmax×100% Wopt+0% 17.0 2.44×10
-12

13 標準 ρdmax×100% Wopt+2% 13.0 3.58×10
-12

14 標準 ρdmax×100% Wopt+2% 15.0 3.31×10
-12

15 標準 ρdmax×100% Wopt+2% 17.0 2.46×10
-12

16 標準 ρdmax×100% Wopt+4% 13.0 4.92×10
-12

17 標準 ρdmax×100% Wopt+4% 15.0 2.50×10
-12

18 標準 ρdmax×100% Wopt+4% 17.0 3.44×10
-12

19 標準 ρdmax×95% Wopt+2% 13.0 7.42×10
-12

20 標準 ρdmax×95% Wopt+2% 15.0 5.39×10
-12

21 標準 ρdmax×95% Wopt+2% 17.0 4.53×10
-12

22 標準 ρdmax×95% Wopt+2% 19.0 4.30×10
-12

23 最大 ρdmax×95% Wopt+2% 15.0 4.87×10
-12

24 最小 ρdmax×95% Wopt+2% 15.0 4.87×10
-12

母材粒度
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有効モンモリロナイト乾燥密度及び有効モンモリロナイト湿潤密度と透

水係数の相関を比較すると，ともに決定係数（相関係数の 2 乗）が 1 に近

い（精度が良い）結果となっている。 

また，試験結果の透水係数が有効モンモリロナイト乾燥密度が大きくな

るに従い小さくなる傾向がみられることから，ＪＧＳ 0312-2018 に基づく

透水試験において注意が必要となる供試体の粒子移動に伴う目詰まりは発

生していないと考えられる。 

したがって，有効モンモリロナイト乾燥密度を代替指標として設定す

る。 
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第 8 図 有効モンモリロナイト乾燥密度と透水係数の関係 

 

第 9 図 有効モンモリロナイト湿潤密度と透水係数の関係 
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３．２ ベントナイト混合土施工時の設計値 

室内試験の結果から，施工試験として行う代替指標の設計値を設定する。 

「３．１ 室内試験」に示す試験結果から，試験結果のばらつきを考慮し

た 平 均 ＋ 3σ の 品 質 管 理 線 を 用 い た 低 透 水 性 覆 土 の 設 計 透 水 係 数    

（1.0×10－１０ m／s 以下）を確保可能な有効モンモリロナイト乾燥密度の下

限値を第 10 図に示す。 

第 10 図より，低透水性覆土の設計透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）を確

保するためには，有効モンモリロナイト乾燥密度について 0.252 Mg／m３以上

とする必要があることから，有効モンモリロナイト乾燥密度で 0.252    

Mg／m３以上をベントナイト混合土施工時の設計値として設定した。 

ベントナイト混合土施工時の設計値を第 8 表に示す。 

なお，実際の施工において品質管理線を見直す場合，試験データを更新又

は拡充する場合若しくは低透水性覆土に使用する材料が今回使用したものと

異なる場合，同様なプロセスにより，室内試験結果から適切な品質管理線を

設定するとともに，ベントナイト混合土施工時の有効モンモリロナイト乾燥

密度の設計値を設定する。 

施工試験では，有効モンモリロナイト乾燥密度の設計値を満足するように

施工した覆土に対して原位置サンプリングによる透水試験を行い，試験結果

が室内試験における品質管理線を下回っていることを確認することにより，

施工した覆土が室内試験と同等以上の品質で施工できていること及び室内試

験結果から設定した品質管理線が実際の施工においても適用することが可能

であることを確認する。 
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第 10 図 有効モンモリロナイト乾燥密度と透水係数の関係（下限値） 

 

第 8 表 ベントナイト混合土施工時の設計値 

項目 設計値 

有効モンモリロナイト乾燥密度 0.252 Mg／m３以上 
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３．３ ベントナイト混合土の製造 

ベントナイト混合土の製造時においては，ベントナイト混合土施工時の設

計値（有効モンモリロナイト乾燥密度 0.252 Mg／m３以上）を満足するベント

ナイト混合率及び初期含水比の目標値を設定する。 

「３．１ 室内試験」の試験ケース 5 の条件を例としたベントナイト混合

土製造時の目標値を第 9 表に，ベントナイト混合土製造に用いた主要材料を

第 10 表に示す。 

ベントナイト混合土の製造は，二段階混合方式及び一括混合方式の二方式

を用いて行った。 

ベントナイト混合土の製造後のサンプリングにより，ベントナイト混合率

（ここでは代替指標として細粒分含有率）及び含水比に対して，品質確認※を

行った。ベントナイト混合土の製造後の含水比の測定結果を第 11 図に，ベン

トナイト混合土の細粒分含有率の測定結果から第 11 表に示す母材の細粒分

含有率の測定結果の最大値 3.3％に母材の混合率 85％を乗じた値を差し引い

て算出した，想定されるベントナイト混合率のヒストグラムを第 12 図に示

す。 

含水比は，平均値が目標値である 11.5％であり，10.3～12.5％の間に分布

し，ばらつきが 11.5％±2％程度であった。 

ベントナイト混合土と母材の細粒分含有率から算出したベントナイト混合

率は，平均値が 13.7％であり，ベントナイト混合率の目標値 15％よりも小さ

くなっている。混合率が 15％となるように計量し投入したベントナイトを練

り混ぜ機械内で混合した場合，装置内（内壁）に細粒分であるベントナイト

が貼り付くことが想定されることから，細粒分含有率の平均値が投入した混

合率より小さくなったと考えられる。 

これらにより，ベントナイト混合率は 15％±2％以内，含水比はＷｏｐｔ＋
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2.5％±2％程度であり，目標値の配合を確保した状態で混合できていると考

えられる。 

※ 第 493 回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合（2023 年 9 月

4 日）資料 2-2 で示した試験データに対し，試験条件を改善した試験を行

い，データを更新した。 

 

第 9 表 ベントナイト混合土製造時の目標値 

項目 目標値 備考 

ベントナイト混合率 15％ － 

初期含水比 Ｗｏｐｔ＋2.5％ Ｗｏｐｔ＋2.5％＝11.5％

 

第 10 表 主要材料 

項目 仕様 

Ｎａ型ベントナイト（クニゲルＵ） ＭＢＣ：71.4 mmol／100 g

母材 洗砂（久慈川砂） 

 

第 11 表 母材（久慈川砂）の細粒分含有率 

項目 測定数 
細粒分含有率Ｆc（％） 

最小 最大 平均 

母材 7 1.8 3.3 2.6 
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第 11 図 製造後の含水比のヒストグラム 

 

第 12 図 製造後の細粒分含有率から想定されるベントナイト混合率のヒスト

グラム 
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３．４ 低透水性覆土の施工実現性 

「３．２ ベントナイト混合土施工時の設計値」にて設定した設計値のと

おりに低透水性覆土を施工でき，設計透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）を

達成できることを施工試験※により確認した。 

※ 第 493 回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合（2023 年 9 月

4 日）資料 2-2 で示した試験データに対し，試験条件を改善した試験を行

い，データを更新した。 

（１）施工試験の概要 

低透水性覆土について，施工の実現性を確認するために実施設に近い施

設構造において施工試験を実施した。また，施工試験で得られた試験結果

を整理し，設計透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）を確保できることを確

認した。 

施工試験の実施に際しては，一般土工として広く適用されている公益社

団法人日本道路協会（2010）（３）の他に，本施設と同様に透水性に留意して

いる土構造物として河川堤防に着目した財団法人国土技術研究センター

（2009）（４）（以下「河川土工マニュアル（2009）」という。）を参照し，低

透水性覆土の要求性能である低透水性を満足するための締固め機械，締固

め厚さ，締固め回数及び乾燥密度を確認した。 

低透水性覆土の施工試験フローを第 13 図に，試験エリアの例を第 14 図

に示す。 

施工試験の手順としては，バックホウによる低透水性覆土の撒出し及び

人力による敷均しを行い，測定機器（レベル）を用いて撒出し厚を確認し，

敷均し後，河川土工マニュアル（2009）で一般的と示されている締固め機

械を用いて締固めを行い，1 層目の低透水性覆土を設置する。品質確認の

ため，高さ及び密度をそれぞれ測定し，2 層目を同様に実施する手順とし
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た。 

低透水性覆土（目標値：ベントナイト混合率 15％，初期含水比 11％（＝

Ｗｏｐｔ＋2％），撒出し厚 10 ㎝／層～20 cm／層，乾燥密度 1.82 Mg／m３）

を対象とした施工試験の結果及び概要を第 12 表に示す。 

 

 

第 13 図 低透水性覆土の施工試験フロー（例） 
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第 14 図 試験エリア（例） 

 

第 12 表 施工試験の結果及び概要一覧 

試験対象 透水係数（m／s） 締固め度（Ｃ法） 施工機械等（例） 

低透水性 

覆土 

1.38×10－１２ 

～8.28×10－１２ 

【n=12】 

91.0～99.6 

(平均 94.7) 

【n=23】 

・プレート（予備転圧） 

・前後進コンパクター（標準部） 

・ランマー（杭間部） 
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（２）施工試験の結果 

施工試験において取得した乾燥密度のヒストグラムを第 15 図に，施工

試験の結果における有効モンモリロナイト乾燥密度のヒストグラムを第

16 図に示す。 

乾燥密度は，目標値である 1.82 Mg／m３に対して最小値 1.820 Mg／m３と

目標値を確保した状態で施工できている。 

有効モンモリロナイト乾燥密度は，平均値が 0.365 Mg／m３，標準偏差が

0.031 Mg／m３であることから，平均－3σの値は 0.272 Mg／m３となり，設

計値（0.252 Mg／m３以上）を満足している。 

第 8 図に施工試験の透水試験結果を加筆したものを第 17 図に示す。透

水係数は，施工時における目標である 1.0×10－１１ m／s 程度を満足し，か

つ，低透水性覆土の設計透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）を確保してい

る。 

また，施工試験による透水試験結果は，透水係数の推定式（平均＋3σの

品質管理線）よりも十分小さい値となっている。このことより，施工試験

における覆土の性能は室内試験の供試体より良い品質で施工できているこ

とが確認できることから，実施工において有効モンモリロナイト乾燥密度

と透水係数の推定式を用いることで，原位置サンプリングを実施すること

なく，施工時の低透水性覆土の性能を管理できると考えられる。 

以上のことから，実際の施工においても「３．２ ベントナイト混合土

施工時の設計値」に示す設計値のとおりの低透水性覆土を施工でき，設計

透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）を達成できる見込みがあると考えられ

る。 
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第 15 図 乾燥密度のヒストグラム 

 

第 16 図 有効モンモリロナイト乾燥密度のヒストグラム 
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第 17 図 有効モンモリロナイト乾燥密度と透水係数の関係 

（施工試験結果加筆）  
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されるばらつき想定に代替指標 ５．３  

有効モンモリロナイト乾燥密度を透水係数の代替指標とすることで透水係

数の品質管理を行う考えであることから，既往の試験結果※等を例に，有効モ

ンモリロナイト乾燥密度に影響を与える可能性のある項目（以下「影響項目」

という。）に着目し，それらに想定されるばらつきについて，以下に示す。 

※ 第 493 回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合（2023 年 9 月

4 日）資料 2-2 で示した試験データに対し，試験条件を改善した試験を行

い，データを一部更新した。 

（１）各段階において想定されるばらつき 

ベントナイト混合土は，「材料」の調達，ベントナイト混合土の「製造」，

ベントナイト混合土の「施工」といった段階を経て設置される。 

この各段階において想定されるばらつきについて，以下に示す。 

ａ．材料に想定されるばらつき 

ベントナイト混合土の材料は，母材（洗砂）及びベントナイト（クニ

ゲルＵ相当）であることから，これらの材料の影響項目及び想定される

ばらつきを示す。また，これらを取りまとめた情報を第 13 表に示す。 

(a) 影響項目 

ⅰ．母材（洗砂） 

・骨材の土粒子密度 

ⅱ．ベントナイト（クニゲルＵ相当） 

・モンモリロナイト含有率 

・随伴鉱物の土粒子密度 

(b) 想定されるばらつき 

ⅰ．母材（洗砂） 

・骨材の土粒子密度（砂の土粒子密度）は，2.671 Mg／m３から 
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2.673 Mg／m３の範囲でばらつきが生じると想定。 

・母材（洗砂）の土粒子密度（3 試料）を測定しており，その値は

2.673 Mg／m３，2.671 Mg／m３，2.671 Mg／m３であった。このこ

とから，その最小値と最大値をばらつきの範囲と想定。 

ⅱ．ベントナイト（クニゲルＵ相当） 

・モンモリロナイト含有率は，44％～49％の範囲でばらつきが生じ

ると想定。 

・ベントナイト（クニゲルＵ）の同ロットのＭＢＣを測定（3 試料

を測定）した値は 71 mmol／100 g，69 mmol／100 g，69 mmol／

100 g であった。また，既往試験において複数のロットのベント

ナイト（クニゲルＵ）に対してＭＢＣを測定した結果，66 mmol

／100 g～74 mmol／100 g であったことから，同ロットではばら

つきは小さいが，ロットが異なると既往試験の測定結果の最小

値と最大値の範囲でばらつきが生じると想定。なお，モンモリロ

ナイト含有率は，ベントナイト（クニゲルＵ）のＭＢＣを，クニ

ピアＦのＭＢＣ（150 mmol／100 g）で除した値としている。 

・随伴鉱物の土粒子密度は，2.636 Mg／m３から 2.810 Mg／m３の範

囲でばらつきが生じると想定。 

・随伴鉱物の土粒子密度を測定していないことから，文献（２），（５）

に示された値の最小と最大をばらつきの範囲と想定。 

ｂ．製造時に想定されるばらつき 

ベントナイト混合土の製造時の影響項目及び想定されるばらつきを示

す。また，これらを取りまとめた情報を第 14 表に示す。 

(a) 影響項目 

・骨材混合率 
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(b) 想定されるばらつき 

・骨材混合率は， の範囲でばらつきが生じると想定。％6.38％から85

 

・骨材混合率は，100％からベントナイト（クニゲルＵ相当）の混合

率を差し引いた値としている。 

・製造したベントナイト混合土の細粒分含有率（36 試料）及びベン

トナイト混合土の母材の細粒分含有率（7 試料）を測定しており，

ベントナイト混合土の細粒分含有率の平均値は 16.5％，母材の細

粒分含有率の最大値は 3.3％であり，ベントナイト混合土の細粒分

含有率から母材の細粒分含有率の最大値 3.3％に母材の混合率

85％を乗じた値を減じた値の平均値は 13.7％であることから，

13.7％から 15％をベントナイト混合率の下側のばらつきの範囲と

し，100％からそれらの値を差し引いた値を骨材混合率のばらつき

の範囲と想定。 

ｃ．施工時に想定されるばらつき 

ベントナイト混合土の施工時の影響項目及び想定されるばらつきを示

す。また，これらを取りまとめた情報を第 14 表に示す。 

(a) 影響項目 

・乾燥密度 

(b) 想定されるばらつき 

・乾燥密度は，1.820 Mg／m３から 1.992 Mg／m３の範囲でばらつきが

生じると想定。 

・乾燥密度は，施工したベントナイト混合土の乾燥密度（23 試料）

を測定しており，その値は第 15 図に示すとおり，平均値 1.895   

Mg／m３，最小値 1.820 Mg／m３，最大値 1.992 Mg／m３であった。こ
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のことから，その最小値と最大値を乾燥密度のばらつきの範囲と

想定。 

 

第 13 表 材料に想定されるばらつきの範囲 

 影響項目 ばらつきの範囲 

母材（洗砂） 骨材の土粒子密度 2.671 Mg／m３～2.673 Mg／m３ 

ベントナイト

（クニゲルＵ

相当） 

モンモリロナイト含有率 44％～49％ 

随伴鉱物の土粒子密度 2.636 Mg／m３～2.810 Mg／m３ 

 

第 14 表 製造時及び施工時に想定されるばらつきの範囲 

 影響項目 ばらつきの範囲 

製造時 骨材混合率 ％6.38％～58  

施工時 乾燥密度 1.820 Mg／m３～1.992 Mg／m３ 
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３．６ 想定されるばらつきが透水係数に与える影響 

影響項目に想定されるばらつきは「３．５ 代替指標に想定されるばらつ

き」に示したとおりであるが，これらのばらつきが相乗的に働いた場合，ば

らつきの影響が大きくなることが想定される。 

このため，影響項目に想定されるばらつきが相乗的に働いた場合を想定し，

その影響を確認する。 

有効モンモリロナイト乾燥密度が最も小さくなる組合せは，ベントナイト

混合土中に含まれるモンモリロナイトの量が減少する側にばらつき，かつ，

ベントナイト混合土の密度が小さくなる側にばらついたケースである。つま

り，骨材混合率，母材の土粒子密度及び随伴鉱物の土粒子密度が大きな値と

なる側にばらつきが生じ，かつ，乾燥密度が小さくなる側にばらつきが生じ

るケースである。 

これらのばらつきが生じたケースにて，有効モンモリロナイト乾燥密度に

与える影響を確認することにより，透水係数に与える影響を確認する。 

（１）影響確認におけるばらつきの想定値 

透水係数に与える影響を確認するための想定値は，「３．５ 代替指標に

想定されるばらつき」等に示した内容を踏まえ，以下のとおり設定する。 

ａ．モンモリロナイト含有率 

モンモリロナイト含有率は，施工途中でロットが変わる可能性を考慮

して 44％～49％の範囲でばらつくと想定し，モンモリロナイト含有率が

小さくなる側にばらつきが生じると，有効モンモリロナイト乾燥密度が

小さくなることから，モンモリロナイト含有率を「44％」と設定する。

  

ｂ．随伴鉱物の土粒子密度 

随伴鉱物の土粒子密度のばらつきの範囲は，2.636 Mg／m３から 2.810 
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Mg／m３と想定されること，随伴鉱物の土粒子密度が大きくなる側にばら

つきが生じると，有効モンモリロナイト乾燥密度が小さくなることから，

随伴鉱物の土粒子密度を「2.810 Mg／m３」と設定する。 

ｃ．乾燥密度 

乾燥密度のばらつきの範囲は，1.820 Mg／m３から 1.992 Mg／m３と想

定されること，乾燥密度が小さくなる側にばらつきが生じると，有効モ

ンモリロナイト乾燥密度が小さくなることから，乾燥密度を「1.820   

Mg／m３」と設定する。 

ｄ．骨材の土粒子密度 

骨材の土粒子密度のばらつきの範囲は， 2.671 Mg ／ m ３ か ら    

2.673 Mg／m３と想定されること，骨材の土粒子密度が大きくなる側にば

らつきが生じると，有効モンモリロナイト乾燥密度が小さくなることか

ら，骨材の土粒子密度を「2.673 Mg／m３」と設定する。 

ｅ．骨材混合率 

骨材混合率のばらつきの範囲は，85％から ％と想定されること，86.3

なる側にばらつきが生じると，有効モンモリロナイく骨材混合率が大き

％」と設定86.3「をト乾燥密度が小さくなることから，骨材混合率 する。

 

（２）ばらつきが透水係数に与える影響 

想定したばらつきが透水係数に与える影響を確認した。具体的には，（１）

で設定した想定値を用いて算定される有効モンモリロナイト乾燥密度及び

「３．１ 室内試験」で評価した有効モンモリロナイト乾燥密度と透水係

数の関係を整理した結果から得られる平均＋3σの推定式を用いて透水係

数を推定した。 

想定したばらつきにおける透水係数の推定結果を第 15 表に，想定した
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ばらつきにおける透水係数の変化を第 18 図に示す。「材料」の調達，ベン

トナイト混合土の「製造」，ベントナイト混合土の「施工」といった各段階

において想定されるばらつきが相乗的に働いた場合を考慮しても，透水係

数に与える影響は 1.3 倍程度であり，覆土の施工に当たって有効モンモリ

ロナイト乾燥密度の目標値をあらかじめ保守的に設定することで低透水性

覆土の設計透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）を確保できると考えられる。 

 

第 15 表 ばらつきを考慮した場合の透水係数の推定結果 

 
目標値からの 

推定値 

想定したばらつき 

からの推定値 
変化率 

透水係数 4.54×10－１１ m／s 5.89×10－１１ m／s 130％ 

目
標
値
／
想
定
値 

ベントナイト

混合率 
15％ 13.7％ 91.3％ 

乾燥密度 1.820 Mg／m３ 1.820 Mg／m３ 100％ 

換
算
値 

有効モンモリ

ロナイト乾燥

密度 

0.327 Mg／m３ 0.302 Mg／m３ 92.4％ 
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第 18 図 ばらつきを考慮した場合の透水係数の変化 
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４ 低透水性覆土の施工における品質管理（案） 

第 16 表に低透水性覆土の品質管理項目（案）を示す。品質管理は，「材料

納入」，「覆土材料製造」，「覆土施工」及び「完了確認」の各段階において，

所定の管理項目を実施する。 

なお，ここで示す品質管理（案）は現在の覆土仕様（案）から想定してい

るものであり，設計透水係数及び設計厚さを確保するための詳細な品質管理

方法（管理項目，管理基準，管理値及び管理方法）については，実際の施工

時に行う施工試験結果を用いて，平均値及びばらつき（分散）を考慮して最

終決定する。その際，本書で示す考え方を基本として品質管理方法を設定す

るものとする。 

 

４．１ 材料納入時の品質管理項目 

材料納入時は，納入した材料が選定した材料と同等であることを品質成績

書等により確認する。 

ベントナイトは，ＭＢＣ測定を実施し，モンモリロナイト含有率を確認す

る。 

ベントナイトの随伴鉱物の土粒子密度は，容易に測定することができない

ことから，保守的に有効モンモリロナイト乾燥密度が小さくなるような値と

して，文献（２），（５）に示された値の最大値である「2.810 Mg／m３」と設定す

る。 

母材については，粒度試験を実施し，粒度分布が規定範囲内であることを

確認するとともに，土粒子の密度試験を実施し，骨材の土粒子密度を確認す

る。 

なお，「２．３ 材料の選定」で選定した材料と異なる材料を使用する場合

は，「２．３ 材料の選定」と同様の確認を行い，ベントナイト混合土が要求
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性能を満足する見通しがあることを確認するとともに，納入した材料に対し

て「３．１ 室内試験」と同様の方法で室内試験を行い，室内試験で評価し

た有効モンモリロナイト乾燥密度と透水係数の関係を確認し，品質管理線及

び設計透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）を満足する有効モンモリロナイト

乾燥密度の設計値を設定する。 

 

４．２ 覆土材料製造時の品質管理項目 

製造段階では，試料採取を行うことが容易であり十分な試料数を得ること

が可能である。よって，代替指標を算出する際の乾燥密度以外のパラメータ

については，製造段階において実施する試験の測定結果によりばらつきの上

下限値等の保守的な値を設定することで管理値を定める。 

覆土材料製造時は，使用する材料が有効モンモリロナイト乾燥密度の設計

値を満足するように，「３．５ 代替指標に想定されるばらつき」に示す影響

項目に想定されるばらつきを考慮してベントナイト混合率を保守的に設定す

る。 

また，設定したベントナイト混合率においてベントナイト混合土の締固め

試験を実施し，最大乾燥密度と最適含水比を確認する。 

締固め試験結果から，覆土施工時における締固め度（乾燥密度）の目標値

を設定するとともに，有効モンモリロナイト乾燥密度の目標値を設定する。 

なお，有効モンモリロナイト乾燥密度の目標値は，「３．６ 想定されるば

らつきが透水係数に与える影響」に示すように，有効モンモリロナイト乾燥

密度の想定されるばらつきが透水係数に与える影響を考慮した場合，最大で

10％程度の有効モンモリロナイト乾燥密度のばらつきが想定されることから，

材料納入時及び製造時のばらつきを考慮して保守的に目標値を設定する。 

使用するベントナイト及び母材の含水比試験を実施し，設定したベントナ
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イト混合率及び初期含水比が最適含水比より若干湿潤側となるように材料構

成比を設定する。 

また，材料製造後にＭＢＣ及び細粒分含有率を測定し，ベントナイト混合

率を算出することで，設定どおりの混合率で混合されていることを確認する。 

 

４．３ 覆土施工時の品質管理項目 

覆土の施工に当たっては，あらかじめ施工試験を実施し，1 層当たりの撒

出し厚，仕上がり厚及び締固め回数並びに許容誤差を決定するとともに，低

透水性覆土全体の性能を推定可能な十分な測定数で乾燥密度を測定し，有効

モンモリロナイト乾燥密度のばらつき（平均値・分散）から実際の施工時の

測定数を決定する。 

覆土の施工における乾燥密度の測定については，覆土を乱し難い測定方法

を採用する必要があることから，施工試験では実際の施工で採用する測定方

法に加えて異なる測定方法で測定を行い，補正を行う。 

覆土の施工は，施工後の品質確認として施工範囲，最終仕上がり厚及び乾

燥密度を測定するとともに，乾燥密度の測定値並びに材料納入時及び覆土材

料製造時のばらつきを考慮した設定値から各測定点における有効モンモリロ

ナイト乾燥密度を算定し，施工単位ごとに第 19 図に示す低透水性覆土の性

能判断フロー（案）に基づき判断基準を満足することにより，施工した覆土

が部材単位の性能として設計透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）を満足して

いることを確認する。 

なお，上記にかかわらず，廃棄物埋設地の外で施工した低透水性覆土を使

用する場合，その施工方法に応じて，あらかじめ施工試験を実施したうえで，

廃棄物埋設地の外での敷均し，転圧，保管及び運搬に相当する品質管理を実

施するとともに，覆土の設置及び施工完了後に係る品質管理を実施する。
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第 19 図 低透水性覆土の性能判断フロー（案） 



 

添 2－45 

４．４ 完了確認時の品質管理項目 

（１）有効モンモリロナイト乾燥密度の確認 

低透水性覆土の主要機能である透水係数は，透水試験により確認するに

は時間が数ヶ月必要となることから，ベントナイト混合率及び乾燥密度の

ばらつきを包含した形で評価可能な有効モンモリロナイト乾燥密度を確認

することで，間接的に透水係数を確認する。 

低透水性覆土覆土全体の性能判断としては，施工単位ごとに前項に示す

確認を行った結果，全ての層で判断基準を満足していることにより，設計

透水係数（1.0×10－１０ m／s 以下）を満足していることを確認する。 

（２）原位置サンプリング試料による透水係数の確認 

施工試験では，原位置サンプリング試料を用いた透水試験結果が「３．

２ ベントナイト混合土施工時の設計値」にて室内試験により設定した平

均＋3σ の品質管理線を下回っていることを確認することにより，施工し

た覆土が室内試験と同等以上の品質で施工できていることを確認する。 

実際の施工では，有効モンモリロナイト乾燥密度による透水係数の推定

結果を裏付ける目的から，原位置サンプリング試料を用いた透水試験結果

が平均＋3σ の品質管理線を下回っていることを確認することにより，施

工した低透水性覆土が施工試験と同等の品質で施工できていることを確認

する。 

なお，原位置サンプリング試料は，低透水性覆土の機能に支障のない範

囲で採取することとする。また，廃棄物埋設地の外で施工した低透水性覆

土を使用する場合，その一部を原位置サンプリング試料として採取するこ

ととする。 

 



 

 

添
2
－

4
6
 

第 16 表 低透水性覆土の品質管理項目（案） 

施工フロー 対象 管理項目 管理基準 管理値（案） 管理方法 

(1)材料納入 

ベント

ナイト

(1)-①
基本物理特性

(粒度分布等)

製品における各種品質

基準 
－ 品質成績書確認 － 

(1)-②
モンモリロナ

イト含有率 

所定のモンモリロナイ

ト含有率 
－※１ 

メチレンブルー 

収着試験 
ＪＩＳ Z 2451:2019 

母材 (1)-③
基本物理特性

(粒度分布等)
所定の粒度分布等 

規定範囲内であるこ

と等※１ 

粒度試験 

土粒子の密度試験 

ＪＩＳ A 5005:2020 

ＪＩＳ A 1204:2020 

ＪＧＳ 0051-2020 

ＪＩＳ A 1202:2020 

(2)覆土材料製造 

 

 

 

 

 

 

 

ベント

ナイト

，母材

(2)-① 材料構成比 所定の構成比 －※１ 混合前の計量 － 

混合土

(2)-② 初期含水比 所定の含水比 Ｗｏｐｔ＋2％±2％※１ 含水比試験 ＪＩＳ A 1203:2020 

(2)-③
ベントナイト

混合率 

所定のベントナイト混

合率 
15％＋2％±2％※１ 

細粒分含有率試験 ＪＩＳ A 1223:2020 

メチレンブルー 

収着試験 
ＪＩＳ Z 2451:2019 

(3)覆土施工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低透水

性覆土

(3)-①
1 層当たり 

撒出し厚 

所定の厚さ 

かさ密度測定 
20 ㎝＋10％±10％※１ 

測量 

密度，含水比測定 
レーザ測量等 

(3)-②
1 層当たり 

仕上がり厚 
所定の厚さ 10 ㎝＋10％±10％※１ 測量 レーザ測量等 

(3)-③ 締固め回数 基準密度を満たす回数 －※１ 目視確認 記録管理 

(3)-④ 施工範囲 
所定の範囲・位置に施

工されていること 
－※１ 測量 レーザ測量等 

(3)-⑤
最終仕上がり

厚 
所定の厚さ 

低透水性覆土：1.0 m

＋10％±10％※１ 

側部低透水性覆土：

0.8 m＋10％±10％※１ 

測量 レーザ測量等 

(3)-⑥ 現場密度 
所定の現場密度 1.82 Mg／m３以上※１ 

砂置換法 ＪＩＳ A 1214:2024 

RI 測定 ＪＧＳ 1614-2012 

所定の測定頻度 －※１ 目視確認 記録管理 

(3)-⑦

有効モンモリ

ロナイト乾燥

密度 

所定の有効モンモリロ

ナイト乾燥密度 
0.252 Mg／m３以上 

各パラメータから算

定 
－ 

ベントナイトの購入 

受入検査 

保 管 

砂の購入 

受入検査 

①② ③ 

②③ 

材料の計量 

材料の混合・加水 

覆土材料完成 

①

⑤⑥⑦

積込み・運搬 

敷均し 

転圧 

施工完了 

①

②③④



 

 

添
2
－

4
7
 

施工フロー 対象 管理項目 管理基準 管理値（案） 管理方法 

(4)完了確認 

 

 

 

 

 

低透水

性覆土
(4)-① 透水係数 所定の透水係数 

1.0×10－１０ m／s 以

下 

有効モンモリロナ

イト乾燥密度と推

定式から部材単位

の性能を推定 

－ 

一軸透水試験※２ ＪＧＳ 0312-2018 

※１ 各段階又は事前の試験における確認結果に応じて設定するため，既往試験結果を基に設定した暫定値（施設確認時に確

定値とする）又は未定 

※２ 代替指標からの推定値による判断を裏付けるために実施 

性能確認 ① 
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６ 諸外国との比較 

６．１ 諸外国の極低レベル放射性廃棄物処分施設との比較 

本施設では，廃棄物埋設地の外への放射性物質の漏出を低減するため，覆

土により，廃棄物埋設地への雨水等及び地下水の浸入を十分に抑制している。 

このことから，本施設の覆土が，合理的かつ利用可能な最善の技術（ＢＡ

Ｔ：Best Available Technique）を使用したものであることを確認するため，

諸外国の極低レベル放射性廃棄物の処分施設を調査した。 

比較対象として，極低レベル放射性廃棄物を処分する施設で総放射能量が

同等な４ヶ国を選定し，第 17 表に示す。 

選定した各国の処分施設の構造（覆土の構造を含む）等を第 18 表及び第

19 表に示す。 

構造に関しては，各国の極低レベル放射性廃棄物処分場では，覆土及び底

部には遮水層（粘土層やＨＤＰＥ層など）を設けた施設があるのに対し，本

施設では，雨水等による浸透水を低減することを目的として，埋設トレンチ

の上部に低透水性覆土及び遮水シートを，側部に側部低透水性覆土を設置す

る設計としている。 

本施設では，金属及びコンクリートのみを取り扱う（埋設する）のに対し

て，諸外国の極低レベル放射性廃棄物処分場では，日本と異なり金属及びコ

ンクリート廃棄物以外に，可燃物，有害物質やウラン廃棄物等も取り扱うこ

とを考慮して，覆土や底部に遮水層（粘土層やＨＤＰＥ層など）を設ける設

計としていると考えられる例や，規制要求などがされていることにより設置

形態に違いがある。 

覆土に関して，材料については，各国では粘土材料及び土砂を用いており，

加えてＨＤＰＥ（高密度ポリエチレン）も用いている処分場があるのに対し，

本施設も同様の構造を採用している。低透水性が必要な土層の厚さについて，
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各国においては 0.4 m～0.6 m 程度であるのに対し，本施設の低透水性覆土

では 1 m である。透水係数について，本施設の低透水性覆土の値は，各国の

うちベントナイトを混合した材料を採用している処分場と同じ 1.0×10－１０ 

m／s である。 

これらについて，本施設では，金属類及びコンクリート類のみを取り扱う

（埋設する）こと並びに透水特性及び機能維持特性を考慮した結果であり，

諸外国と同等以上のものである。 

以上のことから，本施設の覆土による「廃棄物埋設地の外への放射性物質

の漏出を低減」に関しては，各国に対して遜色のない技術が用いられている

といえる。 
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第 17 表 本施設（廃棄物埋設地）及び諸外国の処分施設の調査結果の整理一覧 

 スペイン フランス スウェーデン アメリカ 
本施設 

エスカブリル モルヴィリエ フォルスマルク クライブ 

概要 原子力発電所，原子燃料

施設，CIEMAT（エネルギ

ー・環境技術研究センタ

ー），研究機関，医療機関

等から発生する極低レベ

ル放射性廃棄物が処分さ

れている。 

主に原子力施設の解体，

低レベルの放射性物質を

扱う非原子力産業サイ

ト，放射性物質によって

汚染されたサイトの除染

から発生した極低レベル

放射性物質が処分されて

いる。 

放射線管理区域で使用さ

れる作業着，手袋，紙類の

他，煙感知器などのプラ

スチック，金属端材など

の極低レベル放射性廃棄

物を発電所敷地内におい

て地表埋立てによって処

分されている。 

Class A の低レベル放射

性廃棄物，ウラン鉱さい，

化学毒性を持った放射性

廃棄物である混合廃棄物

が処分されている。 

日本原子力発電株式会社

東海発電所から発生する

固体状の放射性廃棄物で

あって，中性子線の作用

によって放射化されたも

の，原子炉冷却材等で汚

染されたもの又はその両

方を含む金属類及びコン

クリート類であり，これ

らの放射性廃棄物は容器

等に収納又はこん包され

たものである。 

操業開始 2008 年 2003 年 1989 年 1998 年 － 

処分場の

型式 

掘下げ＋盛土 掘下げ＋盛土 盛土 掘下げ＋盛土 トレンチ 

受入 

廃棄物 

金属，がれき等 金属，がれき，土壌，プラ

スチック等 

金属，樹脂，可燃物，プラ

スチック等 

金属，がれき，土壌，有害

物質，可燃物，ウラン等 

金属類，コンクリート類

荷姿 ドラム缶，コンテナ，フレ

コン 

ドラム缶，コンテナ，フレ

コン，大型機器一体 

ドラム缶，コンテナ，コン

クリート容器，フィルム

こん包 

容器なし，コンクリート

容器，大型機器一体 

鉄箱，プラスチックシー

トこん包 
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第 18 表 本施設（廃棄物埋設地）及び諸外国の処分施設の構造の整理一覧 

 スペイン フランス スウェーデン アメリカ 
本施設 

エスカブリル モルヴィリエ フォルスマルク クライブ 

処分施設

の構造 

スペインのエスカブル処分場は，フランスのモル

ヴィリエ処分場を基に設計されたもので，放射能

レベルと関連付けたリスクに調和した非放射性

の有害廃棄物の処分場を規制している規則に基

づいて設計されており，放射性廃棄物と有害廃棄

物の両方を埋設することを可能としている。この

ため，埋設施設の覆土は，粘土層及び高密度ポリ

エチレンによる不透水層（ＨＤＰＥ層）で構成さ

れ，浸透水の浸入を防いでいる。モルヴィリエ処

分場の場合，粘土層及びＨＤＰＥ層で構成された

閉じ込め機能を，風化（霜，風），動物及び侵食か

ら保護するために，粘土層及びＨＤＰＥ層の上部

に厚さ約 1 m～5 m の粘土層で覆う設計としてい

る。最上部は，厚さ約 30 cm の植生された表面土

壌層で覆う。また，底部については，廃棄物から

の発生水及び万が一浸入した場合の浸透水を，粘

土層，ＨＤＰＥ層及び排水管で構成した排水層に

より，施設の下層への浸透を防ぐ設計としてい

る。 

他国のような掘削型のトレン

チではなく，地表面直下に排

水層を設置し，その上に廃棄

物を定置し盛土を施す盛土型

の処分施設である。施設の覆

土に対する法令要求は 10－１０ 

m／s 以下とされているため，

遮水層としてベントナイトテ

キスタイル及びベントナイト

とストーンパウダーの混合層

の 2 種類を組み合わせる設計

としている。物理的な影響に

よる損傷を防ぎ，木の根の侵

入から遮水層を保護するため

に，最上部には砂質モーレン

層を設ける。また，底部につ

いては，廃棄物からの発生水

及び万が一浸入した場合の浸

透水を，ベントナイトとスト

ーンパウダーで構成された遮

水層及び砕石で構成された排

水層により，施設の下層への

浸透を防ぐ設計としている。 

ウラン及びトリウム鉱さ

い，ウラン廃棄物を取扱っ

ていることもあり，覆土の

最下層に厚さ約 0.6 m の低

密度粘土層であるラドンバ

リア層を設けている。 

こ れ は ， Envionmental 

Protection Agency（米国環

境保護庁）のラドンの放出

基準（0.74 Bq／m２／s を超

えないこと）に従うために

設置されたものであり，最

終覆土の上面には，覆土の

侵食を防止するために直径

3.2 cm 以上の小石を 1.5 フ

ィート（約 46 cm）設置して

いる。 

底部にはボトムライナーと

して 2 フィート（約 0.6 m）

の厚さの低密度粘土層（透

水係数：1.0×10－６ cm／s）

が設置されている。 

 

埋設トレンチの上部

に設置する最終覆土

のうち低透水性覆土

及び遮水シート並び

に側部に設置する側

部低透水性覆土によ

り，埋設トレンチへの

雨水等の侵入を防止

する設計としている。

なお，最終覆土は，保

護土層(上層)，保護土

層（下層），フィルタ

層，排水層，遮水シー

ト，低透水性覆土及び

基礎材により構成し

ている。 
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第 19 表 本施設（廃棄物埋設地）及び諸外国の処分施設の覆土仕様の整理一覧 

 スペイン フランス スウェーデン アメリカ 
本施設 

エスカブリル モルヴィリエ フォルスマルク クライブ 

覆土 [材料] 

・ＨＤＰＥ，砕石，現地土

壌 

[厚さ] 

・不明 

[透水係数] 

・不明 

[材料] 

・ＨＤＰＥ，粘土質の被

覆，粘土埋戻材，表層

土 

[厚さ] 

・不明（ＨＤＰＥ:2 mm）

[透水係数] 

・ＨＤＰＥ:不明，粘土埋

戻材:10―９ m／s 以下 

[材料] 

・現地土（モーレン層），砕

石，ストーンパウダー，ベ

ントナイトとストーンパ

ウダーの混合，砕石とス

トーンパウダーの混合 

[厚さ] 

・3 m（ベントナイトとスト

ー ン パ ウ ダ ー の 混 合

層:0.4 m） 

[透水係数] 

・10―１０ m／s 以下（覆土の

透水係数） 

[材料] 

・砂＋砂利，土壌，低密度

粘土 

[厚さ] 

・不明（覆土の最下層（低

密度粘土層）:約 0.6 m） 

[透水係数] 

・低密度粘土層: 

5.0×10―８ cm／s 及び

1.0×10―６  cm／s 

[材料] 

・粘性土，砂質土，砕石，

ＨＤＰＥ，ベントナイ

ト混合土 

[厚さ] 

・低透水性覆土 1 m 以上

・側部低透水性覆土 0.8

m 以上 

・遮水シート 1.5mm 以上

[透水係数] 

・低透水性覆土及び側部

低透水性覆土: 

1.0×10―１０ m／s 

底部 [材料] 

・砕石，粘土，ナトリウム

ベントナイト，ポリエチ

レン製ジオメンブレン，

ＨＤＰＥ 

[厚さ] 

・不明（粘土:1 m，ナトリ

ウ ム ベ ン ト ナ イ ト :3 

cm，ＨＤＰＥ:4 mm） 

[透水係数] 

・不明 

[材料] 

・ＨＤＰＥ 

[厚さ] 

・2 mm 

[透水係数] 

・不明 

[材料] 

・礫（砕石）とストーンパウ

ダーの混合，礫（砕石），

ベントナイトとストーン

パウダーの混合，現地土

（モレーン層） 

[厚さ] 

・2.85 m（ベントナイトとス

トーンパウダーの混合

層:0.4 m） 

[透水係数] 

・ベントナイトとストーン

パウダーの混合層:不明 

[材料] 

・現地の粘土又は砂，低密

度粘土 

[厚さ] 

・不明（ボトムライナー

（低密度粘土層）:約 0.6 

m） 

[透水係数] 

・低密度粘土層: 

1.0×10―６ cm／s 

－ 

（なし） 

以上 
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１ 概要 

廃棄物埋設地の設計検討において用いたベントナイト（クニゲル

Ｕ）は既往文献における実績が少ないことから，多数の施工実績を有

するクニゲルＶ１と比較して透水特性のうち低透水性が遜色ないも

のであることを確認する必要がある。 

 

１．１ ベントナイトの種類の違いについて 

クニゲルＵ及びクニゲルＶ１はクニミネ工業（株）の提供するベン

トナイト製品であり，どちらも山形県月布の同一鉱床から採掘され

たベントナイト鉱石から製造されている。 

クニゲルＵとクニゲルＶ１の違いは，鉱床における 2 か所のベン

トナイト層から採掘したベントナイト鉱石の配合が異なる点にあり，

粘性と膨潤力を基準としてグレード分けされたものであることから，

材料の透水係数とグレードに直接的な関係はない。 

 

１．２ 比較方針 

ベントナイトの低透水性に影響する物性値として，「モンモリロナ

イト含有率」及び「交換性陽イオン量」が知られていることから，本

件ではクニゲルＵに対してこれらの物理量を試験にて評価し，クニ

ゲルＶ１と比較する。 

 

２ 試験 

２．１ メチレンブルー溶液吸着量試験（ＪＩＳ Ｚ 2451：2019） 

（１）試験概要 

ベントナイトの低透水性に影響するモンモリロナイト量を把握
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するための代替指標としてメチレンブルー溶液吸着量（以下「ＭＢ

Ｃ」という。）を測定する。 

対象のベントナイトは，クニゲルＵ及びクニゲルＵの水簸（すい

ひ）品（モンモリロナイト 100％相当に精製したもの。以下「クニ

ゲルＵ水簸品」という。）とする。 

測定結果を用いて，透水係数の代替指標である有効モンモリロ

ナイト乾燥密度の算定に必要なモンモリロナイト含有率を算定す

る。 

 

（２）試験結果 

第 1 表にメチレンブルー吸着量測定結果を示す。クニゲルＵ水

簸品のＭＢＣ138 mmol／100g に対し，クニゲルＵのＭＢＣの平均

値は 70 mmol／100 g であることから，モンモリロナイト含有率は

約 50％となる。 

 

第 1 表 メチレンブルー吸着量測定結果 

サンプル名 測定 

ＭＢＣ 

(mmol／100 g) 

クニゲルＵ 

1 回目 71 

2 回目 69 

3 回目 69 

クニゲルＵ水簸品 

1 回目 138 

2 回目 138 

3 回目 138 
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２．２ 陽イオン交換容量（ＣＥＣ）及び浸出陽イオン量（ＬＣ：ＳＦ

ＳＡ改良法）の測定 

（１）試験概要 

クニゲルＵの陽イオン交換容量及び浸出陽イオン量を測定する。 

（２）試験結果 

第 2 表に陽イオン交換容量及び浸出陽イオン量（ＳＦＳＡ改良

法）測定結果を示す。 

ク ニ ゲ ル Ｕ の Ｎ ａ ＋ と Ｃ Ｅ Ｃ の 比 は ， 54.0／ 68.1＝ 0.793 と  

Ｎａ＋が優勢である。 

 

第 2 表 陽イオン交換容量（ＣＥＣ）及び浸出陽イオン量（ＬＣ：Ｓ

ＦＳＡ改良法）測定結果 

サンプル名

ＣＥＣ ＬＣ（ＳＦＳＡ改良法） (meq／100 g) 

(meq／

100 g) 

Ｎａ＋  Ｋ＋  Ｍｇ２ ＋  Ｃａ２ ＋  Total

クニゲルＵ 68.1  54.0  0.5  0.6  13.1  68.2 

 

３ ベントナイトの性能特性値の比較 

３．１ ＭＢＣ（メチレンブルー吸着量） 

クニゲルＵについての当社試験結果及びクニゲルＶ１についての

文献における測定結果を第 3 表に整理した。 

第 3 表より，クニゲルＵのモンモリロナイト含有率の下限値付近

はクニゲルＶ１と同程度であり，モンモリロナイト含有率について

は，大きな差は無いと考えられる。 
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第 3 表 クニゲルＵとクニゲルＶ１のモンモリロナイト含有率 

測定結果 

項目 

実施 

年度  

ＭＢＣ 

(mmol／

100g) 

試験数 

モンモリロ

ナイト含有

率（％） 

備考 

クニゲルＵ 

試験結果 

（当社実施）

2023①  69～ 71 3 50※ １   

2023②  72～ 74 3 52.9※ １  

2023①とは

別ロット品 

2021  68～ 70 3 45～ 47※ ２   

2022  66 3 44※ ２   

クニゲルＶ１

試験結果 

（文献値） 

－  66～ 92 －  44～ 61※ ２  

参考文献（ １ ）

～ （ １ ２ ）  

※１：モンモリロナイト 100％時のＭＢＣ値はクニゲルＵ水簸品のＭ

ＢＣ138（mmol／100g） 

※２：モンモリロナイト 100％時のＭＢＣ値はクニピアＦのＭＢＣ150

（mmol／100g） 

 

３．２ 陽イオン交換容量及び浸出陽イオン量 

陽イオン交換容量及び浸出陽イオン量の比較を第 4 表に示す。電

気事業連合会他（ １ ３ ）で用いられているモンモリロナイト特性より，

クニゲルＶ１はモンモリロナイト含有率：48 wt％，陽イオン交換容

量：60.1 meq／100 g，交換性ナトリウムイオンの当量濃度：51.4 meq

／100 g となっている。よって交換性ナトリウム率（以下「ＥＳＰ」

という。）は 51.4／60.1＝85.5％である。 
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また，クニゲルＵ（ＳＦＳＡ改良法）は交換性ナトリウムイオンの

当量濃度：54.0 meq／100 g となっている。よって，ＥＳＰは 54.0

／68.1＝79.3％と，クニゲルＶ１と比較してクニゲルＵのＥＳＰは 1

割ほど低い結果である。 

したがって，クニゲルＵの交換性陽イオン量はクニゲルＶ１のば

らつきの範囲内と考えられ，透水性能への大きな影響はないと考え

る。 

 

第 4 表 陽イオン交換容量（ＣＥＣ）及び浸出陽イオン量（ＬＣ）の

比較 

項目 

ＣＥＣ ＬＣ (meq／ 100g) 備考  

(meq／

100 g)

Ｎａ ＋  Ｋ ＋  Ｍｇ ２ ＋  Ｃａ ２ ＋  Total 

 

クニゲルＵ 

試験結果 

（当社実施）

68.1 54.0 0.5  0.6  13.1  68.2 

Ｓ Ｆ Ｓ Ａ

改良法 

クニゲルＶ１

試験結果 

（文献値） 

60.1 51.4 0.6 0.7 7.4 60.1 

電 気 事 業

連 合 会 他

（ １ ３ ）  
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４ まとめ 

前項までの評価の通り，ベントナイトの性能特性値である「モンモ

リロナイト含有率」及び「交換性陽イオン量」についてクニゲルＵと

クニゲルＶ１と比較した結果，大きな差はなかった。 

したがって，クニゲルＵとクニゲルＶ１の低透水性に大きな差は

なく，低透水性覆土の材料としてクニゲルＵは性能要求を満たして

いると考える。  
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